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本事業を通じて、ガバメントクラウド移行に係る費用対効果や技術的課題の検証を実施した。検証の結果、ガバメントクラウド移
行後のシステム運用経費の増嵩につながる「構造的な要因」や「機能強化要因」等が確認された。

○ 検証結果を踏まえ」運用経費の最適化に取り組んでいただくことを想定。

令和６年度のガバメントクラウドに係る検証事業について

ガバメントクラウド早期移行団体検証事業（1,076団体） 共同利用方式の推進及びマルチベンダーに
おけるシステム間連携の検証事業（20社）

ガバメントクラウド関連の検証事業（令和６年度）

 深掘検証では、ガバメントクラウドに移行するシステムと移行しないシステムとの間での二重基盤やネットワーク管理費用が発生するなどの「構造的な
要因」を確認するとともに、その対策を検討し、「総合的な対策」の検討にも用いられた。

 移行検証では、今後の「ガバメントクラウドの本格利用」と「後続団体のガバメントクラウドの利用開始」に資する実践的な制度運用や知見の整理を
目的として各種検証を実施。課金モデルや運用管理補助者間の責任分界等を整理し、ガバメントクラウド利用における推奨構成※1・GCASガイ
ド等に反映。

 ベンダー検証では、ベンダー間の連携や共同利用方式における費用按分等を念頭においた検証を実施。ガバメントクラウドの適切な利用によるコ
スト最適化のアプローチガイド※2等に反映。

費用面・運用面でより望ましい推奨構成のあり方の
確認や団体ごとの費用見込み等について検証

早期移行団体の取組状況など、後続団体のガバ
メントクラウド利用に資する知見等を収集・整理

共同利用方式における技術面・運用面の課題やベ
ンダー間の連携等について検証

深掘検証 移行検証 ベンダー検証

地方公共団体向け ベンダー向け

※各項目の検証結果の概要は次のページのとおり

○ 本事業を通じて、地方公共団体におけるガバメントクラウド移行に係る団体ごとの費用見込みや技術的課題の検証を実施。
○ 深掘検証においては、ガバメントクラウド移行後のシステム運用経費の増嵩等に係る「構造的な要因」及びその対策を確認した
ほか、移行検証及びベンダー検証においては、地方公共団体やベンダーにおける、円滑なガバメントクラウドへの移行作業や
今後の運用最適化に資する実践的・技術的な知見を得た。

○ 本事業で得られた知見は、ガバメントクラウドへの移行作業に活用される各種文書にその内容を反映しているほか、「自治体情報
システムの標準化・ガバメントクラウド移行後の運用経費に係る総合的な対策」（令和７年６月13日デジタル庁決定）の検討
に用いられた。今後は、地方公共団体における「地方公共団体情報システム運用最適化計画」の策定・実施の一助としていただく
ことを想定。

移行後の運用経費の増加に対する
総合的な対策

（令和７年６月13日決定）

地方公共団体情報システム運用最適化計画
の策定と実施

（令和８年３月～）

ガバメントクラウド関連文書
（ガバメントクラウド利用における推奨構成、ガバメントクラウドの適切な

利用によるコスト最適化のアプローチガイド、継続的運用経費削減
（FinOps）ガイド、各種GCASガイド等）

※1 令和７年６月改訂 ※2 令和７年３月改訂
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深掘検証の検証項目・検証内容・結果概要

深
掘
検
証
（
地
方
公
共
団
体
向
け
検
証
事
業
）

検証項目 検証・確認内容 検証・確認結果概要

ガバメントクラウド推奨構成の検討

共同利用方式における
費用按分方策の検証

共同利用方式における
アプリケーション分離の検証

マネージドサービスの活用などの
クラウド最適化による費用逓減効果の検証

ガバメントクラウドへのリフト時における
費用対効果の検証1

2

3

4

5

目標管理指標の検証

共同監視基盤などの効率的な
共同利用サービスの検証

その他、デジタル庁と協議の上、
有益であると認められた検証

マルチベンダー又はマルチクラウド構成に
おける効率的な運用の検証6

7

8

9

• 団体が採用する費用削減手法を取り入れ、ガバメントクラウド移行前
後の費用を試算

• 地方公共団体が「推奨構成」を活用するうえでの検討課題
• 団体の検討状況や課題を踏まえて「推奨構成」の更新が必要な項目

• 共同利用する際に必要となる費用按分算出の課題と対応策
• 本稼働後に必要となる「GCASへの按分情報登録」までの手順

• アプリケーション分離におけるデータ分離やアクセス制御等の適切な
セキュリティ対策

• マネージドサービスを活用した場合の経費削減効果
• マネージドサービス活用に向けた課題の抽出・整理

• マルチベンダー構成における効率的・効果的なシステム間連携の実現
性及び課題

• デジタル庁が提供する利用システムダッシュボードや地方公共団体向
けダッシュボードを用いた目標管理指標

• 共同監視基盤を導入するメリット・デメリットや影響

• 選択団体が個別に設定した検証

• オートスケールの適用等により一定の費用削減可能であることを確認
• 更なる経費削減のためには、アーキテクチャの変更等が必要であると

整理

• 検証時点の「推奨構成」に課題はなく、適正であることを確認

• 費用按分方策や実践的な事務フローを整理
• 誤請求リスクを低減する仕組みや、適切な事務フローとして整理

• アプリケーション分離時のDB・ストレージ分離が実現可能であることを
確認

• マネージドサービスへの置き換えにより運用経費全体として費用削減
可能となることを確認

• 連携用のオブジェクトストレージをテンプレートを用いた自動構築とする
ことで、効率的な運用を図ることが可能であることを確認

• 各指標の可視化方法と改善方法を検証し、今後求められる対応を
整理

• 共同監視基盤の導入により、運用経費の削減が可能であることを確
認

• GCAS-SSOへの移行による運用経費の増減が生じないことを確認
• インシデント対応フローが問題なく実施可能であることを確認

※公募時は「暗号鍵管理・消去に係る検証」も検証項目として募集したが、本検証項目を選択する団体がなかったため、検証を実施していない
※検証の詳細は、本資料及び「令和６年度ガバメントクラウド早期移行団体検証事業報告書（基礎資料）」を参照

○ 深掘検証では、通信回線費の増加やクラウド利用経費の増加等の課題に対し、共同利用方式、マネージドサービスへの置き換
えを行った場合の費用対効果の検証を実施。検証の結果、クラウド利用経費の削減に一定効果は見られるものの、更なる経費
削減に向けては、アーキテクチャの変更を含むクラウド最適化等の検討・実施が必要と整理。
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○ 移行検証では、今後の「ガバメントクラウドの本格利用」や「後続団体のガバメントクラウドの利用開始」にあたって発生する作業や
手続き等の内容を確認。特に円滑なガバメントクラウドへの移行作業や今後の運用最適化に資するものとして、各種運用管理
者の責任分界点の整理やガバメントクラウドへの接続に係る構成等について、各種関連文書（運用管理補助者を調達する際
の仕様書ひな型・ガバメントクラウド利用における推奨構成・GCASガイド等）へ反映。

移行検証の検証項目・検証内容・結果概要

移
行
検
証
（
地
方
公
共
団
体
向
け
検
証
事
業
）

課金モデルの検証

移行期間の短縮・
効率的なシステム運用によるコスト検証

一部事務組合・広域連合等のガバメントクラ
ウド利用に関する検証

都道府県のガバメントクラウド利用に関する
検証

ガバメントクラウド運用管理補助者・回線運用管
理補助者・統合運用管理補助者の間における
事務処理及び責任分界点等の検証

GCAS経由での申請・利用フローの検証1

2

3

4

5

6

ガバメントクラウド、庁内ネットワーク及び
LGWAN-ASPサービス間当の連携に関す
る検証

リフト・シフト同時移行に係る検証7

8

• ハードウェアMFAデバイスの管理方法や利用頻度 等

• 為替の影響有無、請求から支払いまでのフロー、支払方法
や支払代行の有無 等

• ガバメントクラウドへの移行期間短縮や効率的なシステム運
用にあたり、実施した取組の内容及び効果

• 一部事務組合・広域連合等システムと自治体個別システム
の構成

• ガバメントクラウドへの移行に期待される効果・課題 等

• 都道府県システムと自治体個別システムの構成
• ガバメントクラウドへの移行に期待される効果・課題 等

• 責任分界の考え方や各運用管理補助者に対する業務委
託内容

• 事業者選定に関する課題 等

• リフト・シフト同時移行団体の移行時の課題や改善要望
等

• ガバメントクラウド上のシステムとLGWAN-ASPサービス等の
外部接続先及び接続方法 等

• 団体が必要なハードウェアMFAデバイスを確保した後、適切な管理のもとで自
庁舎内で保管されている状況を確認

• 多数が為替影響を受けるCSPを採用し、支出官レートよりも高い為替レートを
設定している団体が多数であることを確認

• 監視作業をマネージドサービスに置き換えることで経費削減が可能である

• 多くの団体で費用按分方法の検討及び請求フローの設定が必要であることを
確認

• デジタル庁との情報連絡手段に関する課題を確認

• ネットワーク及び運用保守を都道府県と市町村で個別に構築する団体が一定
数存在することを確認

• ガバメントクラウド移行に向けた都道府県の支援内容を確認

• ガバメントクラウド運用管理補助者の過半数がASP兼務であり、作業範囲及び
責任分界等の整理に課題があることを確認

• リフト・シフト同時移行により「移行期間短縮」「移行作業費用の削減」が実現
可能であることを確認した一方、「作業の複雑化・障害切り分け」を課題として
確認

• LGCSの主な用途として、ガバメントクラウド上の基幹業務システムとLGWAN-
ASPサービスとの連携に利用していることを確認した一方、ルーティングやIPアド
レス設計等に課題があることを確認

検証項目 検証・確認内容 検証・確認結果概要
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ベンダー検証の検証項目・検証内容・結果概要

6※検証の詳細は、「令和６年度共同利用方式の推進及びマルチベンダーにおけるシステム間連携の検証（本紙）・（基礎資料）・（個票）」を参照

○ ベンダー検証では、ベンダー間の連携やクラウド最適化等を念頭においた検証を実施。特に今後の運用最適化に資するものとし
て、 IaCやサーバーレス化による運用効率化等のクラウド最適化について、ガバメントクラウドの適切な利用によるコスト最適化の
アプローチガイド等へ反映。

○ 継続して検討すべき課題が確認されたため、令和７年度以降も当該検証を継続。

ベ
ン
ダ
ー
検
証

複数団体分離構成の検証ア • 共同利用方式（アカウント分離、ネットワーク分離）における構成 • 共用可能なリソースがあり、コスト最適化やリソース管理効率化の可能性があること
を確認

検証項目 検証・確認内容（代表例） 検証・確認結果概要

運用管理環境の検証イ • 複数アカウントのメトリクス・ログ集約及びアラート通知方法 • モニタリング及びアラート通知をマネージドサービスの活用により効率的に実施できる
ことを確認

効率的な運用方法の検証ウ • 各費用按分方式のメリット・デメリット • 人口規模等に合わせて費用調整が容易である“カスタムスコア按分”の採用が多い
ことを確認

セキュリティ監査方法（セキュリティポリシーガイドラインへの対応確
認）の検証エ • 情報セキュリティポリシーに関するガイドラインに準拠したセキュリティ対策 • ガイドラインに準拠した対応ができることを確認し、監査時に必要となる情報を整理

他社システムとのデータ連携における協議事項、設定事項の検
証オ • 権限設定・連携のタイミング等のベンダ間協議事項 • 協議事項を調整・決定し、検証環境にて問題なく接続できることを確認

他社システムとのデータ連携（ファイル連携、API連携）の検証カ • 他社システムとのファイル連携方法 • 共通機能に提供側・利用側双方がアクセスしファイル連携ができることを確認

データ連携における認証基盤の検証キ • ベンダー間の業務システムと認証認可サーバ間でのデータ連携・疎通 • 他ベンダーの認証認可基盤との疎通・連携が行えることを確認

開発環境に関する検証ク • CI/CDサーバーから各団体アカウントへの効率的な資産配布方法 • 各団体アカウントへ個別及び一括で効率的に資産配布できることを確認

マルチCSP間通信環境に関する検証ケ • 異なるCSP間の接続方法 • AWS・Azure間、AWS・OCI間の接続が可能であることを確認

運用管理指標に関する検証コ • 測定項目の検討とCSPサービスを用いたKPIの可視化方法 • サービスレベル目標（SLO）の観点でCSPサービスで可視化すべき運用管理指標
を確認

費用按分業務と請求フローに関する検証サ • 各按分方式における按分業務と請求フロー

暗号鍵管理と消去等に関する検証シ • 暗号化とデータ消去時の暗号鍵管理方法 • 個別の暗号鍵を用いた暗号処理、暗号鍵の削除ができることを確認

移行困難システムや独自施策システムとの連携に関する検証ス • ガバメントクラウド上のシステムとオンプレミス上のシステムとの連携方法 • ガバメントクラウドとオンプレミスのシステム間におけるファイル連携が問題なく行えるこ
とを確認

共通基盤等の共同利用環境として共通したシステム設計や運用
に関する検証セ • 共同利用環境と本番環境のIPアドレス設計とネットワーク接続方法 • 複数の本番環境から単一の共同利用環境へ正常に接続可能であることを確認

申請管理システムに関する検証ソ • ガバメントクラウド環境上での申請管理システムとの連携機能の動作 • 「ファイル連携に関する詳細技術仕様書」の有効性を確認

ガバメントクラウド移行時の標準的なシステム構成の検証A

ガバメントクラウド移行時の標準的な監視運用の検証B
IaC（Infrastructure as Code）によるインフラ構築効率化
の検証C

システムのモダン化に伴う運用効率化の検証D

販売会社（SIer）を支援する仕組みの検証E

• 既存機能をクラウド標準サービスへ置き換える際の課題 • クラウド標準サービスへの置き換えがコストをかけずに概ね実施可能であることを確認

• デジタル庁が提供するサンプルテンプレートを使用した監視ダッシュボードの
監視機能利用

• サンプルテンプレートを使用した監視ダッシュボードでの監視が実施可能であることを
確認

• IaCによるインフラ構築変更管理手法 • デジタル庁提供のIaCテンプレートやCI/CD環境のガイド活用による構築・運用の
効率化を確認

• サーバーレス実行環境を利用した場合のコスト面の優位性 • EC2とサーバーレス環境のコスト比較の結果、サーバーレス環境の優位性を確認

• ベンダーからAMIを提供しない場合のリリース資源提供方法 • 同様のプログラムファイルとDB更新のスクリプト群の提供による環境構築可能である
ことを確認

• 検証用画面モックを用いた検証を通じ、按分方式別に発生する業務や事務フロー
を確認



○ 本資料は、本検証事業に参画した地方公共団体・ベンダーの成果報告資料等を基に各種検証の検証結果や発生した課題、
及びそれらに対する今後の検討事項（検討方針）を整理した報告書である。

○ 本資料の位置づけを以下に示す。各地方公共団体及び関連ベンダーにおいては、ガバメントクラウドへの移行・ガバメントクラウド
上のシステム運用にあたり各資料を参考としていただきたい。

令和６年度 ガバメントクラウド早期移行団体検証事業 報告書（本紙）

令和６年度 ガバメントクラウド早期移行団体検証事業 報告書（基礎資料）

令和６年度 共同利用方式の推進及びマルチベンダーにおけるシステム間連携の検証事業 報告書（本紙）

令和６年度 共同利用方式の推進及びマルチベンダーにおけるシステム間連携の検証事業 報告書（基礎資料）

本資料の位置づけ

ガバメントクラウド早期移行団体検証事業

共同利用方式の推進及びマルチベンダーにおける
システム間連携の検証事業

深掘検証

移行検証

深掘検証

ベンダー検証

ベンダー検証

7
ベンダー検証 令和６年度 共同利用方式の推進及びマルチベンダーにおけるシステム間連携の検証事業 報告書（個票）

令和６年度の各事業の成果物



I  深掘検証の結果報告
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深掘検証の検証項目・検証内容・結果概要

深
掘
検
証
（
地
方
公
共
団
体
向
け
検
証
事
業
）

検証項目 検証・確認内容 検証・確認結果概要

ガバメントクラウド推奨構成の検討

共同利用方式における
費用按分方策の検証

共同利用方式における
アプリケーション分離の検証

マネージドサービスの活用などの
クラウド最適化による費用逓減効果の検証

ガバメントクラウドへのリフト時における
費用対効果の検証1

2

3

4

5

目標管理指標の検証

共同監視基盤などの効率的な
共同利用サービスの検証

その他、デジタル庁と協議の上、
有益であると認められた検証

マルチベンダー又はマルチクラウド構成に
おける効率的な運用の検証6

7

8

9

• 団体が採用する費用削減手法を取り入れ、ガバメントクラウド移行前
後の費用を試算

• 地方公共団体が「推奨構成」を活用するうえでの検討課題
• 団体の検討状況や課題を踏まえて「推奨構成」の更新が必要な項目

• 共同利用する際に必要となる費用按分算出の課題と対応策
• 本稼働後に必要となる「GCASへの按分情報登録」までの手順

• アプリケーション分離におけるデータ分離やアクセス制御等の適切な
セキュリティ対策

• マネージドサービスを活用した場合の経費削減効果
• マネージドサービス活用に向けた課題の抽出・整理

• マルチベンダー構成における効率的・効果的なシステム間連携の実現
性及び課題

• デジタル庁が提供する利用システムダッシュボードや地方公共団体向
けダッシュボードを用いた目標管理指標

• 共同監視基盤を導入するメリット・デメリットや影響

• 選択団体が個別に設定した検証

• オートスケールの適用等により一定の費用削減可能であることを確認
• 更なる経費削減のためには、アーキテクチャの変更等が必要であると

整理

• 検証時点の「推奨構成」に課題はなく、適正であることを確認

• 費用按分方策や実践的な事務フローを整理
• 誤請求リスクを低減する仕組みや、適切な事務フローとして整理

• アプリケーション分離時のDB・ストレージ分離が実現可能であることを
確認

• マネージドサービスへの置き換えにより運用経費全体として費用削減
可能となることを確認

• 連携用のオブジェクトストレージをテンプレートを用いた自動構築とする
ことで、効率的な運用を図ることが可能であることを確認

• 各指標の可視化方法と改善方法を検証し、今後求められる対応を
整理

• 共同監視基盤の導入により、運用経費の削減が可能であることを確
認

• GCAS-SSOへの移行による運用経費の増減が生じないことを確認
• インシデント対応フローが問題なく実施可能であることを確認

※公募時は「暗号鍵管理・消去に係る検証」も検証項目として募集したが、本検証項目を選択する団体がなかったため、検証を実施していない
※検証の詳細は、本資料及び「令和６年度ガバメントクラウド早期移行団体検証事業報告書（基礎資料）」を参照

○ 深掘検証では、通信回線費の増加やクラウド利用経費の増加等の課題に対し、共同利用方式、マネージドサービスへの置き換
えを行った場合の費用対効果の検証を実施。検証の結果、クラウド利用経費の削減に一定効果は見られるものの、更なる経費
削減に向けては、アーキテクチャの変更を含むクラウド最適化等の検討・実施が必要と整理。

再掲
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深掘検証の項目一覧及び参画団体の選択検証項目
○ ガバメントクラウドへのリフト時における費用対効果の検証は全参画団体の必須検証項目とし、その他の項目を一つ以上選択す

るものとした。

検証項目 資料内
ページ 神戸市 せとうち3

市 盛岡市 佐倉市 宇和島市 須坂市 美里町
川島町

1 ガバメントクラウドへのリフト時における
費用対効果の検証 P.11~ ●（必須検証項目）

2 ガバメントクラウド推奨構成の検討 P.22~ ● - - ● ● ● -

3 共同利用方式における費用按分方策の検証 P.26~ - ● ● ● - - ●

4 共同利用方式におけるアプリケーション分離の検証 P.33~ - ● - - - - -

5 マネージドサービスの活用などのクラウド最適化
(モダナイズ)による費用逓減効果の検証 P.36~ ● - - - - - -

6 マルチベンダー又はマルチクラウド構成における
効率的な運用の検証 P.39~ - ● - - - - -

7 目標管理指標の検証 P.42~ - ● - - - ● -

8 共同監視基盤などの
効率的な共同利用サービスの検証 P.48~ - - - ● - - -

9 その他、デジタル庁と協議の上、有益であると
認められた検証 P.53~ ●※1 ●※2 - -※3 - - -

※1 GCAS/CEPを利用したマネジメントコンソールアクセスにおけるSSOユーザによる構築作業・運用保守作業の在り方検証
※2 トラブル対応訓練と課題検討, GCAS-SSOへの切り替え検証
※3 AITEL（両備システムズが提供する検診予約システム）を用いたNWの在り方検証 10

●・・・参画団体が選択した項目
－・・・検証項目として選択無し又は参画団体から提案があったが採用を見送った項目

公募時は「暗号鍵管理・消去に係る検証」も検証項目として募集したが、本検証項目を選択する団体がなかったため、検証を実施していない



1. ガバメントクラウドへのリフト時における
費用対効果の検証
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○令和６年度ガバメントクラウド早期移行団体検証事業では、ガバメントクラウド先行事業から継続して「標準準拠
システムをガバメントクラウドへ移行（リフト）した場合の費用対効果の机上検証」をはじめ、ガバメントクラウド利用
の際の運用経費削減に資する調査・分析を実施した。また本事業は、「総合的対策※1」の検討に用いられたほか、
今後、地方公共団体における「最適化計画※2」の策定・実施の一助としていただくことを想定している。

基本計画・実施検討
フェーズ

令和３年度(2021) 令和４年度(2022) 令和５年度(2023)

検証実施・ガバメントクラウド
移行フェーズ 検証深掘・ガバメントクラウド移行フェーズ

参画団体の事業計画確認

検証項目の調整と調査

ガバメントクラウド活用方針等の整理確
認

参画団体のアーキテクチャチェック（机
上）

設計時点の調査結果の分析及び評価

令和７年度以降の本番利用に向け
ガバメントクラウド移行に資する各種検証を実施

標準非機能要件の検証

標準準拠システムへの移行方法の検証

投資対効果の検証
※最適化は考慮せず

可変的なリソース管理のあり方の検討
支援

構築・移行後の調査結果の分析及び
評価

前年度の検証結果を踏まえ、より効果
的な検証項目の検討

クラウドサービスの利点を
最大限に活用する検証

コストメリットや運用効率性が享受できる
構成への移行検証

運用における目標管理指標の検証

標準準拠システムのシフト検証

ネットワークの在り方検討

投資対効果の検証
※共同利用方式、最適化を考慮

令和4年度の検証を踏まえ、より効果的
な検証項目の検討

可変的なリソース管理のあり方の検討
支援

令和６年度(2024)

マルチベンダー、マルチクラウド
構成における効率的な運用の検証

マネージドサービスの活用などのクラウド
最適化による費用逓減効果の検証

共同利用方式におけるアプリケーション
分離の検証

費用対効果の検証
〇各団体において通信回線の見直しやクラウ

ド最適化等の経費削減対策を実施。
〇推奨構成採用率の向上、マネージドサービ

スを取り入れたシステム構成、運用保守作
業の自動化等、更なるアーキテクチャの最
適化による運用経費削減の検証

令和5年度までの検証を踏まえ、より効
果的な検証項目の検討

共同利用方式における費用按分方策
の検討

目標管理指標の検証

共同監視基盤などの効率的な共同利
用サービスの検証

その他、有益であると認めた検証

選

択

制

必
須

本年度の検証項目

継続

継続

※1「自治体情報システムの標準化・ガバメントクラウド移行後の運用経費に係る総合的な対策（令和７年６月１３日デジタル行財政改革会議報告（同日デジタル庁決定））」
※2「地方公共団体情報システム運用最適化計画

Ⅰ-１. ガバメントクラウドへのリフト時における費用対効果の検証

【参考】費用対効果検証の経緯
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令和４年度検証 令和５年度検証 令和６年度検証
中間報告

（R4.9公表）
中間報告

（R5.12公表)
中間報告

（R6.9公表）
報告書

(R8.3公表)
コスト
試算
時期

～R4年度前半 ～R4年度 ～R5年度 ～R6年度 ー 12月

検証
目的

 課題等の検討に伴う要件の変更やそ
の見直しによって変化したクラウド構
成を踏まえたコスト試算を行い、ガバメ
ントクラウドリフト時との差分を可視化
するとともに、どの要素がどの程度コス
トに影響を及ぼすか明らかにする。

 システムの構築等を通じて得られたノウ
ハウ等を踏まえ、クラウド構成を変更
することによるコストを試算し、先行事
業における経費削減効果を明らかにす
る。

 また、構築過程や検証作業を通じたシ
ステム構成見直しによる、計画時との
差分を可視化する。

 ガバメントクラウドへリフトしたシステムに
対して、更に推奨構成やシステム共同
利用方式、ネットワーク共同利用方式
を採用した場合の構成を試算し、先行
事業における更なる経費削減効果を
明らかにする。

【令和６年度の深掘検証】
 推奨構成採用率の向上や、マネージドサービスを取り入れたシステム構成、運用保

守作業の自動化・効率化、クラウド最適化したシステム構成・運用を追求し、運用
経費の削減効果を明らかにする。

 共同利用方式を行う団体について、共同利用団体数の増加を見据えた費用按分
効果を明らかにする。

検証
方法

• 各CSPが提供している試算ツール
• 経費ヒアリングシート
• 設計変更点記載シート

• 各CSPが提供している試算ツール
• 経費ヒアリングシート
• 設計変更点記載シート

• 各CSPが提供している試算ツール
• 経費ヒアリングシート

• 各CSPが提供している試算ツール
• 経費ヒアリングシート

比較
対象

• 現行システム継続
• ガバメントクラウドリフト(計画時)

• 現行システム継続
• ガバメントクラウドリフト(計画時)
• ガバメントクラウドリフト(R5.1時点机上

計算値)

• 現行システム継続
• ガバメントクラウドリフト及び推奨構成等

採用した構成

• 現行システム継続
• ガバメントクラウドリフト及びR6年度検証結果(推奨構成の検討、クラウド最適化等)

を反映した構成

比較
分析 現行利用中のシステムをガバメントクラウドへリフトした場合の比較分析

推奨構成等の採用と共同利用時の費用
按分の採用を行ったうえで、現行利用中の
システムをガバメントクラウドへリフトした場合

の比較分析

構成の再検討や更なるマネージドサービスの活用等のクラウド最適化を図ったうえで、
現行利用中のシステムをガバメントクラウドへリフトした場合の比較分析

本検証で用いる「コストA」 「コストB」の試算条件の詳細については後述を参照
なお、京都府笠置町については、令和７年度中のガバメントクラウドへの本番移行作業
（リフト・シフト同時）に注力するため、令和６年度の検証事業へ参加していない。

※本資料に記載した「推奨構成」とは、「ガバメントクラウド利用における推奨構成（各CSP版）」として公表した、標準準拠システムをガバメント
クラウドへ移行することを検討している（又は移行している）地方公共団体の情報システム管理者、ガバメントクラウド運用管理補助者及びASP
等を対象として、ガバメントクラウドの構成検討及び各運用管理補助者の責任分界の整理を行う際の参考情報を指す。

令和４年度までの検証課題を踏まえ
共同利用方式を採用した場合の深掘検証を実施

令和５年度までの検証課題を踏まえ
経費削減のための対策等やクラウド最適化を深掘

今回報告対象公表済

○ 「神戸市」「せとうち３市（倉敷市・松山市・高松市）」「盛岡市」「佐倉市」「宇和島市」「須坂市」「美里町・川
島町」の７件10団体を検証対象として、ガバメントクラウドへ移行する場合と移行しない場合の運用経費の比
較・分析結果を報告する。

Ⅰ-１. ガバメントクラウドへのリフト時における費用対効果の検証

【参考】費用対効果検証の全体像
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〇 前提条件
 ガバメントクラウド早期移行団体検証事業における各参画団体の事業計画に基づき、参画団体及びベンダーが試算した値を基準としている。
 次のA、Bについて、5年間の運用経費を試算し、比較検証した。

A) 現行利用中のシステムをガバメントクラウド上のシステムの非機能要件選択レベルと一致させることを前提とした構成で、再構築又は継続利用する場合
（「コストA」とする） 

B) 現行利用中のシステムをガバメントクラウドへリフトする場合
（「コストB」とする）
※令和６年度の深掘検証においては以下内容を考慮している

• 「マネージドサービスの活用などのクラウド最適化」、「マルチベンダ又はマルチクラウド構成における効率的な運用の検証」等の検証結果が反映された、
現行利用中のシステムをガバメントクラウドへリフトする場合に想定される費用。

• 追加リフトする業務がある場合はその費用も考慮。
• せとうち３市（倉敷市・松山市・高松市）、盛岡市、佐倉市、宇和島市、須坂市、美里町・川島町は共同利用方式を想定した団体間費用按分

を適用。
 人件費及び物価の変動は加味していない。
 経費区分は経費比較シート（令和４年９月16日デジタル庁発出）で示した区分とする。

〇 各参画団体の見積前提条件
 試算した値は、令和６年度の検証時点での要件・設計に基づく机上試算値である。今後、各参画団体・ベンダーにて設計・実装を進める中で、構成が変わる可能

性がある。
特にコストBは早期移行団体検証事業における机上検証の結果（試算）であり、実際にシステム標準化及びガバメントクラウドへのリフトを行う際はスケジュール等
を考慮した構成になるため、試算とおりの運用経費とは異なる点に留意が必要である。

 検証時点での試算となるため、ベンダーによっては試算が困難な費用がある。また、複数団体・システムで共同利用する場合の按分効果など、試算が困難な費用が
ある。

〇 運用経費算出の条件
 クラウド利用経費については以下の条件で試算した。

• 各CSPが提供している試算ツールを活用して試算した定価の額面となる（構築期間中のクラウド利用経費は試算対象外とする）。
• OCIの試算ツールでは通貨を選択できるが、他のCSPと為替レートの条件を合わせるため、USDで試算する。
• 為替レートは、昨今の為替変動を加味した、出納官吏事務規程（令和七年一月七日付け財務省告示第二号）に即して、US$1 = 150円を適用する。

 現行システムにおいて同一ASPで共同利用している場合は、業務アプリケーションパッケージ経費、ハードウェア経費、データセンター経費等が包含されている事から該当
項目に按分して積算した。

 机上及び実機にて検証した環境を本番稼働する際の前提で積算を行った。
 共同利用時の按分箇所は、ネットワークの共同利用による按分、本番アカウントの共同利用による按分、運用アカウントの共同利用による按分の3か所とし、利用想定

団体で按分して積算を行った。
 按分団体数は、全ての地方公共団体の目標移行時期である令和７年度末時点の利用団体数を想定している。

Ⅰ-１. ガバメントクラウドへのリフト時における費用対効果の検証

費用対効果検証の前提条件（共通）
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 補足
 各参画団体の早期移行団体検証事業計画書を参照し記載。（〇：R5までの試算対象、 赤字：R6追加試算）
 これまで高松市は試算対象外としていたが今年度より試算対象とする。

○ 本検証では、各参画団体においてリフト済又はリフト予定の標準化対象業務の中から、以下の業務を試算対
象とした。

＃ 標準化対象業務 神戸市 せとうち３市 盛岡市 佐倉市 宇和島市 須坂市 美里町・川島町
倉敷市 松山市 高松市 美里町 川島町

1 住民基本台帳 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
2 選挙人名簿管理 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
3 固定資産税 〇 〇 〇 〇 〇 〇
4 個人住民税 〇 〇 〇 〇 〇 〇
5 法人住民税 〇 〇 〇 〇 〇 〇
6 軽自動車税 〇 〇 〇 〇 〇 〇
7 国民健康保険 〇 〇 〇 〇 〇
8 国民年金 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
9 障害者福祉 〇 〇 〇 〇 〇 〇
10 後期高齢者医療 〇 〇 〇 〇 〇
11 介護保険 〇 〇 〇 〇 〇
12 児童手当 〇 〇 〇 〇 〇 〇
13 生活保護 〇 〇
14 健康管理 〇 〇 〇
15 就学 〇 〇 〇 〇 〇
16 児童扶養手当 〇 〇 〇
17 子ども・子育て支援 〇 〇 〇 〇 〇
18 戸籍
19 戸籍附票
20 印鑑登録 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

20業務小計 2 7 4 4 9 18 18 15 15 15

Ⅰ-１. ガバメントクラウドへのリフト時における費用対効果の検証

参画団体毎の試算対象業務数（標準化対象業務）
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参画団体名 業務数 共通機能 関連業務
神戸市 1 ー 共通基盤

倉敷市 5 ー 児童福祉、高齢者福祉、養護老人ホーム入所措置、民生委員・児童委員管
理、避難行動要支援者名簿

松山市 ー ー ー
高松市 ー ー ー

盛岡市 6 収滞納管理、住登外管理 乳幼児医療、ひとり親医療、住宅管理、母子父子寡婦福祉資金

佐倉市 13 申請管理、団体内統合宛名、住登外管理、収滞納管理 住居表示、国民投票、乳幼児医療、ひとり親医療、障害者医療、高齢者福祉、
総合窓口、特定健診、特定保健指導

宇和島市 38 申請管理、団体内統合宛名、宛名管理、滞納管理、収納消込

共通情報、機密保護、システム管理、連携共通等、窓口案内、総合照会、マイ
ナンバーカード管理、口座、申告受付、ひとり親医療、こども医療、重心医療、特
別児童扶養手当、公営住宅、下水道受益者負担金、道路河川占有料、汎用
台帳、汎用調定、被災者支援、子育て世帯臨時特別給付金、特別定額給付
金、プレミアム付商品券、臨時給付金、財務会計、起債管理、契約管理、備品
管理、人事管理、職員給与、臨時職員、消防団管理、会計年度任用職員、
給食費管理

須坂市 10 宛名、団体内統合宛名、収納・口座 総合窓口、地図、高齢者福祉、福祉医療給付、要援護者台帳、下水道受益
者負担金、個人番号カード交付管理

美里町 4 統合宛名 裁判員制度、申告受付支援、医療費助成

川島町 5 統合宛名 裁判員制度、申告受付支援、医療費助成、畜犬管理

 補足
 各参画団体の早期移行団体検証事業計画書を参照し記載。（赤字：R6追加試算）

○ 本検証では、各参画団体においてリフト済又はリフト予定の共通機能・関連業務の中から、以下の業務を試算
対象とした。

Ⅰ-１. ガバメントクラウドへのリフト時における費用対効果の検証

参画団体毎の試算対象業務数（共通機能・関連業務）
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 補足
 詳細は別添の「令和６年度 ガバメントクラウド早期移行団体検証事業 報告書（基礎資料）」を参照のこと
 今回分より「ガバメントクラウド運用管理補助者費用」を神戸市・宇和島市・須坂市が新規試算し計上
 従前検証に参画していた京都府笠置町は、令和７年度中のガバメントクラウドへの本番移行作業に注力するため不参加

神戸市

せとうち3市

盛岡市

佐倉市

宇和島市

須坂市

美里町・川島町

 共通基盤システムについて、現行共通基盤の全機能をリフトした場合の比較とする
 運用管理補助者の費用を新規試算

 標準化対象業務（国民年金）の追加リフトに伴い、コストA及びコストBの試算対象業務を追加（松山市）
 高松市の費用を試算可能となったため対象として追加

（倉敷市・高松市・松山市の3団体で構成されているため、3団体の試算結果を合算した金額で比較を行う）

 変更なし

 関連業務の追加リフトに伴い、コストA及びコストBの試算対象業務を追加

 関連業務の追加リフトに伴い、コストA及びコストBの試算対象業務を追加
 運用管理補助者の費用を新規試算

 運用管理補助者の費用を新規試算

 標準化対象業務の追加リフトに伴い、コストA及びコストBの試算対象業務を追加

○ 本検証では、令和５年度までの検証内容に、以下の変更点（各団体の試算前提条件の変更等）を加味して
費用試算を行った。試算条件が異なることから、令和５年度までの検証結果との比較には留意が必要である。

○ また「通信回線費」や「クラウド利用経費」等の費用増加の要因に対しては、通信回線の見直しやクラウド経費
削減等の対策を実施することを前提に試算を行う。

団体名 変更点

Ⅰ-１. ガバメントクラウドへのリフト時における費用対効果の検証

令和６年度の費用対効果検証の変更点
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参画団体 地方公共団体の区分
及び人口 コスト区分 コストA：現行利用中のシステムを同規模で入れ替

え・継続利用した場合
コストB：現行利用中のシステムをガバメントクラウドへリ
フトし推奨構成等と共同利用の按分※を採用した場合 増減割合 B-A差額

神戸市
（全機能）

指定都市
運用経費 994,003,000 1,173,130,688 18.0% 179,127,688

149万人

せとうち3市※
倉敷市・
松山市・高松市

中核市
運用経費 627,387,600 ※787,830,575 25.6% 160,442,975

47万人、51万人、41.7万人

盛岡市※
中核市

運用経費 1,170,638,880 ※1,010,397,353 -13.7% -160,241,527
28万人

佐倉市※
一般市

運用経費 1,069,274,103 ※1,038,012,480 -2.9% -31,261,623
16.5万人

宇和島市※
一般市

運用経費 406,560,000 ※518,561,490 27.5% 112,001,490
6.5万人

須坂市※
一般市

運用経費 487,283,390 ※509,821,050 4.6% 22,537,660
4.8万人

美里町・川島町
※

町村
運用経費 224,578,860 ※339,061,180 51.0% 114,482,320

1万人、1.8万人

運用経費合計 4,979,725,833 5,376,814,816 8.0% 397,088,983

○ 本検証における、検証参画団体別の「コストA」に対する「コストB」の差額分析は以下のとおり。
○ 一部団体では通信回線の見直しやクラウド経費削減等の対策により運用経費の削減に一定の効果は見られるものの、盛岡市及
び佐倉市を除いて、「コストA」よりも「コストB」の運用経費が高額となる結果となった。

○ 参画団体の課題概要並びに検討した対策案については次スライド参照。

【参画団体別の運用経費と増減】 （単位：円 / 5年）

※ 共同利用の費用按分の採用は「せとうち3市」「盛岡市」「佐倉市（一部業務）」「宇和島市」「須坂市」「美里町・川島町」の6件に対してのみ

※※団体毎の詳細については、「令和６年度 ガバメントクラウド早期移行団体検証事業 報告書（基礎資料）」を参照

Ⅰ-１. ガバメントクラウドへのリフト時における費用対効果の検証

令和６年度の費用対効果検証の分析結果（参画団体別サマリ）
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神戸市

せとうち3市

 通信回線費
• 各市からガバメントクラウドへの接続回線の構成変更（冗長化）、ベン

ダー保守拠点からの回線新規敷設による回線費の増加
 クラウド利用経費

• 夜間バッチ処理帯の一部サーバーの停止、土日祝日のサーバー停止、
インスタンスタイプの見直し等の検討を行ったが、クラウド利用経費の削
減は一部に留まる状況

団体名 令和６年度検証における参画団体別の課題概要
 クラウド最適化

• サーバーの性能試験により、過剰スペックと判断された場合には
見直しをする

• 長期継続割引を適用する
• マネージドサービス利用などのクラウド最適化による自動化や効
率化・構成変更、AMI・IaC化、運用ジョブ管理・効率化ツー
ルを実施する

 通信回線の見直し
• 通信回線の共同利用を推進することやLGWAN経由での接
続を活用、合理的と判断する通信回線サービスを検討する

 クラウド最適化
• 長期継続割引を適用する

検証参画団体で検討された対策案

○ 本検証では通信回線費の増加やクラウド利用経費の増加等に対し、クラウド最適化や接続回線の見直し等の対策を実施。これ
を前提とした運用経費を試算した結果、参画団体からは、経費削減に向けては継続してクラウド最適化等への対策の検討・実
施が必要であると報告された。

○ デジタル庁は参画団体の報告を踏まえ、ガバメントクラウドへの基盤統合やクラウドに最適なシステム構成への変更など、根本的に
見直しを図る取組が重要であると整理した。

盛岡市

 クラウド利用経費
• 運用管理環境について、共同利用方式を前提とした費用按分を

検討をしたことで経費が削減した。一方でクラウド最適化については、十
分な検討ができておらず更なる対応が必要な状況

 クラウド最適化
• サーバーのインスタンス変更、台数削減を行う

 クラウド利用経費
• 検証環境におけるサーバーの起動停止について検討を行ったが、クラウド

利用経費の経費削減は一部に留まる状況

Ⅰ-１. ガバメントクラウドへのリフト時における費用対効果の検証

令和６年度の費用対効果検証の課題と対策案（1/2）
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佐倉市

団体名

 通信回線費
• 各ベンダ保守拠点からの保守回線については共同利用化を検討するこ

とで経費削減したが、庁舎からガバメントクラウドまでの回線については
単独利用となるため経費削減が見込めない状況

 クラウド利用経費
• Dedicated Hostsの廃止することで経費削減したが、クラウド最適化

については十分な検討ができておらず更なる対策が必要な状況

 通信回線の見直し
• 合理的と判断する通信回線サービスの調達や共同利用を進め

る
 クラウド最適化

• EC2やRDSの稼働時間を短縮する
• 長期継続割引を適用する

宇和島市

 クラウド利用経費
• 検証環境のサーバーについて起動時間の見直しや構成変更を実施した

ことで経費削減したが、クラウド最適化については十分な検討ができてお
らず更なる対策が必要な状況

 クラウド最適化
• クラウドネイティブな構成への変更や、本番環境サーバーについ
て起動時間の停止運用を行う

須坂市

 ソフトウェア借料
• 自治体クラウドとガバメントクラウドで利用するミドルウェアの違い等が原

因で費用増となる
 クラウド利用経費

• コスト効率の高いストレージへの変更や時間外のサーバー停止、ストレー
ジのデータ削除サイクルを検討したが、クラウド利用経費の削減は一部
に留まる状況

 ソフトウェアの見直し
• コンテナ化やマネージドサービス化による持ち込みライセンスを削
減する

 クラウド最適化
• コンテナ化を含めたアーキテクチャの最適化やオートスケールを
適用する

• 長期継続割引を適用する

美里町・
川島町

 システム運用作業
• 自治体クラウド（データセンター）運用工数と比較し、ガバメントクラウド

移行後は新規運用作業（運用管理補助業務等）が増えたことで費
用増となる（現時点では移行直後のためデータセンター運用と比較し、
工数増）

 クラウド利用経費
• 一部の機能についてクラウド最適化や共同利用方式（アプリ分離）の

採用ができていないことにより、現時点ではクラウド利用に伴う最大限の
メリットを出せておらず、クラウド利用経費の費用減は一部に留まる状況

 システム運用作業の見直し
• システム運用作業の効率化やクラウド環境の最適化を行う

 クラウド最適化
• アーキテクチャの刷新やサーバレス化を進める
• 長期継続割引を適用する

令和６年度検証における参画団体別の課題概要 検証参画団体で検討された対策案

Ⅰ-１. ガバメントクラウドへのリフト時における費用対効果の検証

（前頁からの続き）

令和６年度の費用対効果検証の課題と対策案（2/2）
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通信回線費  ガバメントクラウドへの接続回線追加に伴う通信回線費の増加
（保守回線含む）

 現行利用中のシステム基盤とガバメントクラウドのサービスレベルも
含めた価格差による増加

 共同利用化未実施によるクラウド利用経費の増加

 利用するミドルウェアが異なることによるソフトウェア借料の増加

 ガバメントクラウド移行に伴う新規作業の発生によるシステム
運用作業費の増加

 ガバメントクラウドへの接続構成・契約内容の見直しによる経費削減
 保守回線の共同利用化による経費削減

 サーバーの稼働時間の見直し、仮想マシンの台数の見直し、
オートスケールの適用等のクラウド最適化による経費削減

 システム共同利用による費用按分の適用による経費削減

 監視ソフトウェアのマネージドサービス化による経費削減
 ミドルウェアライセンス（Oracle）の提供方式の調整による経費削減

 共同監視基盤（夜間人的に対応している作業を共同監視化）の活用
による経費削減

○ 地方公共団体が合理的と判断する通信回線サービス（LGWANを含む）や共同利用の利用
○ 大口割引・長期継続割引の適用
○ アプローチガイド記載の「インスタンス選定」や「稼働時間の調整」、「マネージドサービスの活用」、「ストレージ選定」、「持ち込みライセンスの削減」等の観点に

おいて削減余地を検討・本番環境へ適用

○ ガバメントクラウドへの基盤統合をすることによる通信拠点数の削減検討
○ アーキテクチャの最適化（APIベースのシステム構成、ステートレスアーキテクチャ、マネージドサービス活用）の検討・構成
変更を実施

○ 運用の最適化（運用のコード化・自動化、サービスレベルの定義・計測）の検討

（デジタル庁主体）
見積精査支援の拡充（デジタル庁内に見積精査支援を中心に運用経費の最適化を支援する専門チームの立ち上げ等）
先行事例の横展開（コスト最適化ワークショップ等）

クラウド
利用経費

ソフトウェア
借料

システム
運用作業

検証参画団体により、継続して必要とされた対策案【継続実施】

Ⅰ-１. ガバメントクラウドへのリフト時における費用対効果の検証

これまでの費用対効果検証で確認された課題 令和６年度の費用対効果検証で検証した対策

更なる経費削減に向けた対策案（デジタル庁による整理）

令和６年度の費用対効果検証の課題と対策案（まとめ）
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2. ガバメントクラウド推奨構成の検討
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検証方針
○ 本検証では、「ガバメントクラウド利用における推奨構成」※1を活用する上での課題の抽出を目的として、各団体が採用を検討す

るアーキテクチャについてガバメントクラウドの実環境上で検証した。

 地方公共団体が「ガバメントクラウド利用における推奨構成」を参考とし、ガバメントクラウドを効果的に利用できるよう、推奨構成の採
用に向けた検討課題の抽出・整理及び構成の検証を行う。

 「ガバメントクラウド利用における推奨構成」の有益性・実効性を高めるため、参画団体の検討状況や課題をふまえてアップデートが必
要な項目を検証する。

本検証の
目的

神戸市、佐倉市、宇和島市、須坂市
検証

参画団体
※2

検証概要

 インスタンスの自動起動・停止
 運用時間に応じてインスタンスの自動起動・停止を行う運用について検証する。

 運用管理におけるマネージドサービスの利用
 Amazon Detectiveを用いたセキュリティ対策の実現性・課題について検証する。
 AWS Systems Manager Incident Managerを用いたインシデント対応の実現性・課題について検証する。
 大量印刷を委託する印刷事業者へのデータの受け渡しを、オブジェクトストレージを用いて行う方法を検証する。

※1 ガバメントクラウドの利用方法を検討する際のリファレンスとして令和４年10月に作成、令和７年10月改訂（令和８年３月時点）
※2 宇和島市はOCIでの検証、他団体はAWSでの検証

Ⅰ-２. ガバメントクラウド推奨構成の検討
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検証内容・検証結果（1/2）
○ インスタンスの自動起動・停止運用を行うことで運用経費削減を確認できたため、「検証テーマ１：ガバメントクラウドへのリフト時

における費用対効果の検証」の経費削減要素として取り込んだ。他方、本対策の実施においては、対象とする環境や稼働時間
の調整等、業務への影響を十分に考慮する必要がある。

○ 運用管理におけるマネージドサービスの利用について、本検証ではAmazon Detective、AWS Systems Manager 
Incident Managerを用いて検証した。須坂市では求める機能と費用の比較から採用が見送られたが、いずれのマネージドサー
ビスも団体規模や利用方法によっては運用の効率化に繋がる可能性がある。

○ いずれの検証においても検証時点の推奨構成の内容を採用することで費用面・運用面において有用であることが確認できたため、
推奨構成のアップデートは利用契約の関係図の追加や不要文言の削除等の最小限の内容とした。

分類 検証内容 検証結果 団体
（ベンダ－）

デジタル庁による
評価・考察

インスタンス
の自動起
動・停止

• 運用時間に応じたインスタンスの
自動起動・停止を行うための以
下の手法について検証した。
 インスタンス・プールの自動ス

ケーリング機能の利用
 リソース・スケジューラの利用
 OCI CLI + cronの利用

• 検証環境を対象に、基本稼働時間を常時か
ら平日12時間 稼働（20日/月）とすること
で、費用削減が可能であることを確認した。

宇和島市
（RKKCS）

• インスタンスの自動起動・停止
運用により経費削減が可能。た
だし、業務への影響を考慮しつ
つ導入することを推奨する。

運用管理
における

マネージド
サービス
の利用

• Amazon Detectiveの動作
確認及び運用管理の在り方を
検証した。

• セキュリティ調査や各種ログデータからのレポー
ト生成、可視化が可能であることから、運用
管理に有用であることを確認できたが、一方で
以下理由により当該団体では導入を見送った。
 CloudTrail、GuardDuty、Security 

Hub などのガバメントクラウド上で有効な
機能により、セキュリティ監視を実施済み

 インシデント調査は各サービスで対応可能
 導入による費用の発生

須坂市
（電算）

• マネージドサービスの利用より、
共同利用する環境を一元的に
監視する際の運用の効率化に
つながり、経費削減が可能。

Ⅰ-２. ガバメントクラウド推奨構成の検討
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検証内容・検証結果（2/2）

分類 検証内容 検証結果 団体
（ベンダ－）

デジタル庁による
評価・考察

運用管理
における

マネージド
サービス
の利用

• AWS Systems Manager 
Incident Managerの利用の
在り方を検証した。

• インシデント発生時の対応等に有用と考えら
れるが、以下理由により当該団体では導入を
見送った。
 対応計画やオンコールスケジュールの作成

など、初期セットアップやカスタマイズに時間
を要する可能性

 トリガーがAmazon CloudWatchアラー
ムやAmazon EventBridgeイベントに依
存しているため、AWS環境内のすべての障
害をIncident Managerで管理すること
が困難（インシデントの内容に応じて
Incident Managerと通常の監視ツール
を併用する必要があり、運用が煩雑になる
可能性）

 インシデント数や通知範囲・頻度によって、
運用コストが増加するリスク

須坂市
（電算）

• 構成変更等のインシデントのトリ
ガーをマネージドサービスに集約
し初期セットアップやカスタマイズ
をテンプレート化することで、簡
易にインシデント対応の自動化
が可能。

• AmazonS3とAWS Transfer 
Familyを利用した大量印刷に
ついて検証した。

• 検証時点の推奨構成に記載の構成で問題
なく利用可能であることを確認した。
 印刷事業者専用S3バケットに対するアク

セス制御が適切に行えること
 AWS Transfer Familyを利用して、

SFTP経由で印刷事業者専用S3バケット
へのデータ転送が行えること

須坂市
（電算）

• 推奨構成を参照としてマネージ
ドサービスを用いたセキュアな
データ転送環境が実現可能。

Ⅰ-２. ガバメントクラウド推奨構成の検討
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3. 共同利用方式における費用按分方策の
検証

26



 ガバメントクラウドを共同利用する際に必要となる費用按分の算出について、 デジタル庁・ガバメントクラウド運用管理補助者・地方公
共団体・CSPそれぞれの意見を抽出しつつ、現時点で発生している課題・対応策を整理する。

 本稼働後に必要となる「GCASへの按分情報登録」までの手順を確認し、実運用で必要なフローを整理する。

本検証の
目的

せとうち3市、盛岡市、佐倉市、美里町・川島町検証
参画団体

検証概要

 登録情報の収集に関する検証（せとうち3市、盛岡市、佐倉市、美里町・川島町）
 費用按分方策について、現在デジタル庁より提示されている以下4パターンの按分方策の検証を実施する。

• 利用状況に応じた按分（地方公共団体ごとの利用率に応じた按分方法）
• 均等按分（地方公共団体数に応じた按分方法）
• カスタムスコア按分（ベンダーが決めた計算に応じた按分方法）
• 他環境コストに応じた按分（地方公共団体ごとの利用率を他市と共同利用している環境に適用)

 情報の登録方法に関する検証（美里町・川島町）
 按分情報の集計結果をGCASへ登録する運用の検証を実施する。
 利用料が確定してから団体に請求が届くまでの現実的な事務フローの検証を行う。

○ 本検証では、ガバメントクラウド利用料の請求情報登録時の参考として、費用按分方策や事務フローをとりまとめた。
○ 「登録情報の収集に関する検証」では、参画団体のガバメントクラウド運用管理補助者が採用予定の費用按分方式を集計し、

内容を整理した。
○ 「情報の登録方法に関する検証」では、ガバメントクラウド利用料が確定してから団体に届くまでの事務フローを検証し、各工程に

おいて必要な作業の概要を整理した。

Ⅰ-３. 共同利用方式における費用按分方策の検証
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【参考】共同利用方式における費用按分方策の検証における経緯
○ 令和７年度からのガバメントクラウド利用料の課金開始に向けては、ガバメントクラウドを共同利用する際の費用按分方策や実

践的な事務フローの整理が重要なことから本検証を実施した。
○ 検証結果はGCASの開発チームにフィードバックを行うことで、課金開始に向けた「請求情報入力の効率化」や「誤請求リスクを低

減する仕組み」等を踏まえた安全な費用請求の運用を整備した。

• 本検証結果をGCASの
開発チームにフィードバッ
クしたことで、ベンダーの
請求情報入力作業の
効率化や安全な費用
請求の運用環境を整備

令和7年度

デジタル庁の
実施内容

検証概要

令和6年度

<登録情報の収集に関する検証>
• 以下の費用按分手法の中から最適な按分手法を検討・整理
1. 均等按分
2. 利用状況に応じた按分
3. カスタムスコア按分
4. 他環境コストに応じた按分

<情報の登録方法に関する検証>
• 想定フローを基に利用料確定から支払までの事務フローを検討・整理
• 画面モックへのアンケートや費用按分機能に対し、要望・意見を実施

• クラウド利用料請求から
支払の想定フローを提供

• 費用按分の4手法を説明
• 支払代行に係る検討状況の

説明

• 画面モックを用いたオンラインデモンストレーションの実施
• 地方公共団体からのアンケート回答を踏まえ、

提供機能をアップデート

• 「支払代行・按分情報
ガイド【1.0版】」の展開

• 費用按分機能の展開
• 請求書テストスケジュールの

周知

• 「支払代行・按分
情報ガイド【1.0版】」
を基に、事前に検討
した費用按分情報を
費用按分機能へ
登録

本検証項目における報告内容

2024.6.20
• 説明会（共同利用方式に

おける費用按分について）

2025.2.26
• 費用按分機能の提供
• 支払代行および

按分情報ガイドの展開

2024.11.22
• 第2回費用按分機能説明会
• モックの提供

2024.10.11
• 第1回費用按分機能説明会
• モックの提供

説明会開催
・機能提供令

和
６
年
度
の
実
施
概
要

Ⅰ-３. 共同利用方式における費用按分方策の検証
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○ 共同利用の分離方式別に「按分実施に係る情報収集の負担軽減」及び「登録作業の円滑化」の観点で検証を行った。
(主な按分手法の採用傾向は、次のとおり)

・ 「均等按分」は、団体別の利用状況に差がない場合に採用された。
・ 「利用状況に応じた按分」は、団体ごとのクラウド利用経費の差が大きい場合に採用された。
・ 「カスタムスコア按分」は、主要なリソースがタグ付け不可かつ利用状況に応じて按分が必要となるアプリケーションに多く採用された。
・ 「他環境コストに応じた按分」は、運用の手間や団体間の公平性の考慮が必要な場合に採用された。

検証分類 分離方式 共有リソース 按分方式（*） 参画団体（ベンダー）

登録情報の
収集に

関する検証

アカウント
分離

本番環境 • （対象団体なし） ー

共同運用管理環境

• 他環境コストに応じた按分 せとうち3市（富士通Japan）
• カスタムスコア按分

（団体数及び業務アプリケーションで割り戻し） 盛岡市（アイシーエス）

• 均等按分 佐倉市（両備システムズ）

検証環境
• 他環境コストに応じた按分 せとうち3市（富士通Japan）
• 均等按分 佐倉市（両備システムズ）

ネットワーク
分離

本番環境 • 利用状況に応じた按分 せとうち3市（富士通Japan）
佐倉市（両備システムズ）

共同運用管理環境 • 均等按分 佐倉市（両備システムズ）
検証環境 • 均等按分 佐倉市（両備システムズ）

アプリケーション
分離

本番環境

• カスタムスコア按分
（人口／システム利用数で按分） 美里町・川島町（TKC）

• カスタムスコア按分
（帳票の格納容量を計算しこれを各団体毎の
カスタムスコアとして報告し利用料を按分）
※帳票管理システムのみ

せとうち3市（富士通Japan）

共同運用管理環境 • カスタムスコア按分
（人口／システム利用数で按分） 美里町・川島町（TKC）

検証環境 • カスタムスコア按分
（人口／システム利用数で按分） 美里町・川島町（TKC）

（*）費用按分の考え方及び費用按分のイメージは次スライド参照

Ⅰ-３. 共同利用方式における費用按分方策の検証

検証内容・検証結果：登録情報の収集に関する検証
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○ 登録情報の収集に関する検証について、各按分方式の考え方と費用按分のイメージを以下に示す。※

按分方法 費用按分のイメージ費用按分の考え方

均等按分

利用状況に
応じた按分

カスタムスコア
按分

他環境コスト
に応じた按分

• 団体数に応じて均等割りを行う按分方法。
• 均等按分ではクラウド環境に紐づく団体数

（GCAS側で情報保持）に基づいて按分率
が算出される。

• 地方公共団体毎のリソース使用差が大きくな
いクラウド環境において有効な手法である。

• 「コスト配分タグ」や「ラベル」を使用して地方公
共団体毎の利用状況に応じた実費用を計算
する按分方法。

• タグやラベルが設定できないリソースについては、
設定されたリソースにおける団体毎の費用比で
もって計算される。

• 「業務ごとのシステム使用比重」や「利用団体
の人口比等から予め定義したスコア」を基に実
費用を計算する按分方法。

• 右記の例は、団体の人口の比率に応じたスコ
アを登録し、按分の比率から実費用を求める、
「人口比按分」の一例。

業務名 スコア

住基 100

市民税 80

介護 40

自治体名 人口(千人) 利用業務

自治体A 500 住基・介護

自治体B 100 住基・市民税

自治体C 50 住基・市民税・介護

• 業務別のリソース使用比重を基にスコア設定
• 団体別に人口と利用業務を整理

均等に按分

タグやラベルの
情報と団体を
紐づけ

自治体名 計算

自治体A
（100+40）×500
＝70,000（70.7％）

自治体B
（100+80）×100
＝18,000（18.1％）

自治体C
（100+80+40）×50
＝11,000（11.1％）

団体ごとに
スコアを計算、
比率を特定

• 他のCSP環境における団体別の費用比率をも
とに按分比率とする按分手法。

環境 費用(円)

共通運用管理環境 100,000

自治体A環境 700,000

自治体B環境 200,000

自治体C環境 100,000

共通運用環境
の按分率を
算出

自治体名 計算

自治体A 700,000/1,000,000 
= 70%

自治体B 200,000/1,000,000 
= 20%

自治体C 100,000/1,000,000 
= 10%

※ 「支払代行・按分情報登録ガイド【第1.0版】」より

Ⅰ-３. 共同利用方式における費用按分方策の検証

【参考】登録情報の収集に関する検証
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検証分類 検証内容 検証結果 団体 ベンダー

情報の登録
方法に

関する検証

利用料確定
から支払まで
の現実的な
事務フローの
検証

<利用料確定から支払までの事務フロー>

<各工程において必要な作業のポイント>
① 運用管理者は選択した按分方式に従い、按分計算を実施

Cost Explorer/Cost API/デジタル庁からの通知等によりアカウント毎請求金額を把握し、
団体毎の請求想定金額（円）を出力
計算後の団体毎の請求金額に対し、運用管理補助事業者内で妥当性を検証

② 今月の想定金額及び先月比・昨年同月比・予算比・増減理由等を各団体に報告
運用管理補助者は、全団体が按分結果を閲覧/確認したことをシステムから把握

③ 未確認の団体に対し、結果の確認を依頼
④ 運用管理補助者は、前段の工程で全団体が按分結果を確認した（または一定期間が経過した）のち、

按分ポイントをGCASに入力（カスタムスコア按分の場合は、インポート用CSVファイルを作成し、インポート）

美里町
・川島町

TKC

○ ガバメントクラウドの利用料確定から請求情報を受領するまでの事務フローについて、想定フローや画面モックの情報を基に検証し
た。また、事務フローの各工程において、必要な作業のポイントをとりまとめた。

Ⅰ-３. 共同利用方式における費用按分方策の検証
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○ 按分情報登録時のミスにより誤請求が発生するリスクを防止・軽減するための課題検証を実施した。
○ 按分情報登録の際の転記ミスが誤請求につながるリスクを軽減するため、GCASへ「CSVによる一括インポート機能」を実装した。

他方、バリデーションチェックの機能については、今後の検討事項と整理した。

検証分類 課題概要 対応策 デジタル庁による
評価・考察

情報の登録
方法に関する

検証

• GCASに入力した按分スコアに転記ミス
があった場合、誤った金額が請求されて
しまうリスクがあり、当該リスクを軽減する
必要がある。

• GCASに情報を一括インポートできる
機能や、入力した情報の誤りや不整合
を検知するバリデーションチェック機能

• CSVファイルの一括インポート機能を実
装することで誤情報の登録や誤請求に
繋がるリスクを軽減した。

• バリデーションチェックの機能は、今後の検
討事項とする。

Ⅰ-３. 共同利用方式における費用按分方策の検証
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課題・今後に向けた検討事項



4. 共同利用方式における
アプリケーション分離の検証

33



○ 本検証では、アプリケーション分離方式の信頼性・安全性を確認するため、複数団体間のデータ分離方法やアクセス制御等の適
切なセキュリティ対策を検証した。また併せて、暗号鍵の鍵管理又はそれに代わる運用方式を検証した。

 アプリケーション分離方式の信頼性・安全性を確認するため、複数団体間のデータ分離やアクセス制御等の適切なセキュリティ対策を検
証する。また、アプリケーション分離方式における暗号鍵の管理方法など検証する。

本検証の
目的

せとうち3市検証
参画団体

検証概要

 分離方式の検証
 アプリケーション分離方式（マルチテナント）における分離方式の机上検証を行う。

 鍵管理方式の検証
 アプリケーション分離方式（マルチテナント）における鍵管理又はそれに代わる運用方式の机上検証を行う。

Ⅰ-４. 共同利用方式におけるアプリケーション分離の検証
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検証方針



共通機能（アプリケーション分離方式の帳票管理機能）

検証内容・検証結果
○ アプリケーション分離時のDB・ストレージの分離について検証を行い、団体ごとにEFS・EBSのディレクトリやRDSのスキーマを分離

することで実現可能なことを確認した。
○ アプリケーション分離方式の環境における暗号鍵の運用方法について検証し、GCASガイド上に公開した。

参画団体 検証内容 検証結果 デジタル庁による
評価・考察

せとうち3市
（富士通
Japan）

• アプリケーション分離方式を採用する
場合の、団体ごとの分離方法につい
て検証した。

• 各サービスにおけるデータの分離は以下のとおり行うこととし
た。
 EFS：団体ごとにディレクトリを分離
 EBS：団体ごとにインデックスの格納ディレクトリを分離
 RDS：団体ごとにスキーマを分離

• ネットワークは団体ごとの専用ドメインを用意し、団体ごと
のネットワーク管理用アカウントからPrivateLinkを用いて
接続することで分離することとした。

• リソース共有の効果が高く
運用経費削減の可能性が
あるアプリケーション分離を
推奨する。

• アプリケーション分離方式を採用する
場合の、暗号鍵の運用方法につい
て検証した。

• 「地方公共団体における暗号鍵の管理単位について
（令和６年８月９日付）」に従った暗号鍵の運用方
法を検証した。

• 暗号鍵の管理単位につい
ては、全国意見照会の結
果も踏まえてGCASガイド
上に公開した。

EBS

RDS

EFS 団体B
ディレクトリ

団体A
ディレクトリ

団体A
スキーマ

団体B
スキーマ

団体B
ディレクトリ

団体A
ディレクトリ

データ分離のイメージ

団体ごとにディレクトリを分離

団体ごとにインデックスの格納
ディレクトリを分離

団体ごとにスキーマを分離

Ⅰ-４. 共同利用方式におけるアプリケーション分離の検証
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5. マネージドサービスの活用などのクラウド最適化
（モダナイズ）による費用逓減効果の検証

36



○ 本検証では、サービス監視のマネージド化による運用保守作業費の削減効果を検証した。
○ 検証時点の「ガバメントクラウドの適切な利用によるコスト最適化のアプローチガイド」や「ガバメントクラウド利用における推奨構

成」に記載された、仮想サーバーやDBを利用しない時間に停止する運用による費用削減効果を検証した。

 推奨構成及びマネージドサービスを活用した構成に移行した場合の経費削減効果について検証する。
 地方公共団体の推奨構成及びマネージドサービス活用に向けて、課題の抽出・整理及び構成検討を行う。

本検証の
目的

神戸市検証
参画団体

検証概要

 マネージドサービス化有効性検証
 サービス監視のマネージドサービス化にあたり、置き換え対象項目や内容及び通知手段の変更点について検証を行う。

 サービス等利用料検証
 稼働時間減少の検討を行う。対象はEC2想定とするが、RDSについても停止の可否を判断の上、可能であれば検証対象とする。

Ⅰ-５. マネージドサービスの活用などのクラウド最適化（モダナイズ）による費用逓減効果の検証
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検証方針



検証内容・検証結果
○ システム監視をソフトウェアからマネージドサービスへ置き換えたことで経費削減することを確認できた。
○ 検証テーマ「2.ガバメントクラウド推奨構成の検討」で得られた結果同様に、インスタンスの自動起動・停止運用により運用経費

の削減が見られた。検証環境等の業務遂行に直接影響が出ない環境においては当該作業を迅速に導入し、その他の環境に
ついては業務への影響を考慮しながら導入することを推奨する。

参画団体
（ベンダー） 検証内容 検証結果 デジタル庁による

評価・考察

神戸市
（NEC）

• システム監視について、ソフトウェア
（WebSAM
SystemManager G）
による監視から、マネージドサービス 
（Amazon CloudWatch）
へ置き換えた場合の効果を検証した。

• 「環境構築費」「ソフトウェア借料」「ソフトウェア
保守費」「クラウド利用経費」において増減が
生じるが、運用経費全体としては削減すること
を確認した。

• マネージドサービスへの置き換えによ
り、ソフトウェアに係る費用や利用
する仮想サーバーの利用料を削減
することが可能であり、経費削減が
可能である。

• 本番環境・検証環境において、業
務時間外にサーバーを停止する運
用を行った場合の効果を検証した。

• 本番環境においてはEC2の一時停止運用を
適用することで当該サービスの利用料の削減
効果が見られた。一方、起動の失敗などのリス
クと費用対効果を鑑みると、Reserved 
Instanceの適用が経費削減に有用な可能
性がある。

• 検証環境においては、当該環境のサービス全
てを原則停止とし、必要時にのみ起動する運
用によって、費用削減となることを確認した。

• 業務影響のない環境においては運
用時間外にリソースを停止することで
迅速な経費削減が可能である。

• Reserved Instanceは仮想サー
バーを一定期間、固定的に利用す
ることを確約することで得られる割引
（長期継続割引）であり、クラウド
最適化が実現できるまでの間は有
用と思料する。一方で適用期間中
は固定されたリソースを使い続ける
必要があり、クラウド最適化の阻害
要因となり得るため、慎重に導入を
検討する必要がある。

Ⅰ-５. マネージドサービスの活用などのクラウド最適化（モダナイズ）による費用逓減効果の検証
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6. マルチベンダー又はマルチクラウド構成における
効率的な運用の検証
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○ 本検証では、マルチベンダー構成をとる団体を対象として、オブジェクトストレージを用いたマルチベンダー間のファイル授受（ファイル
連携）に係る検証を実施した。

○ なお、検証実施時点においてマルチクラウドの利用を計画している参画団体はおらず、シングルクラウド構成（AWS）における検
証を実施している。

 地方公共団体の基幹業務をガバメントクラウドに移行する際に想定されるマルチベンダー構成・マルチクラウド構成における効率的・効
果的なシステム間連携の実現性及び課題を整理し、地方公共団体のより効率的なガバメントクラウドへの移行を可能とする。

本検証の
目的

検証概要

 オブジェクトストレージの構築検証
 マルチベンダー間でデータ連携を行うためのオブジェクトストレージ構築について検証する。

 マルチベンダー間のファイル連携検証
 実際の業務連携を想定して、マルチベンダー間でファイル授受の連携を検証する。標準準拠システム間で、機能別連携仕様に

則った連携や標準化移行時のデータ連携の際に生じる課題等について確認する。

せとうち3市検証
参画団体

Ⅰ-６. マルチベンダー又はマルチクラウド構成における効率的な運用の検証
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マルチベンダーのデータ連携イメージ

検証内容・検証結果
○ 富士通Japan並びにアイネスのマルチベンダー環境で、オブジェクトストレージ（S3）を用いたデータ連携の検証を行った。
○ 連携用のオブジェクトストレージをテンプレートを用いた自動構築とすることで、構築時間の短縮や手作業によるミスの軽減を図るこ

とが可能であることを確認した。

分類 検証内容 検証結果 団体
（ベンダー）

デジタル庁による
評価・考察

オブジェク
トストレー
ジの構築

検証

• マルチベンダーでの連携に利用するオブジェク
トストレージの構築自動化について検証した。
（ヒアリングシートCloudFormationを用い
てS3を自動構築した。）

• オブジェクトストレージの自動構築が問
題なく行えることを確認した。

せとうち3市
（富士通
Japan）

• CLIなどのコマンドを用
いた操作やマネジメン
トコンソール（管理
GUI）を利用した手
動設定が不要となり、
構築のために必要な
時間の短縮や手作業
の縮小による人的ミス
の軽減を図ることが可
能である。

ベンダー
間のファイ
ル連携検

証

• マルチベンダー環境において実際の業務デー
タを用いた連携を試行し、オブジェクトストレー
ジや機能別連携仕様を用いた連携仕様の
検証を行った。

• オブジェクトストレージを用いて、相互に
ファイルの授受やデータ連携処置が行え
ることを確認した。

せとうち3市
（富士通
Japan

・アイネス）

富士通Japanのアカウント内に
オブジェクトストレージを構築し、
アイネスとファイルの授受を実施

オブジェクトストレージを自動構築
することで、構築時間の短縮や
作業ミス軽減が可能

Ⅰ-６. マルチベンダー又はマルチクラウド構成における効率的な運用の検証
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7. 目標管理指標の検証
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参画団体

デジタル庁

1. 指標値の詳細検討
ダッシュボードでの可視化に向けた各指標値の詳細を検討し、次の情
報を参画団体へ提供

• 指標値の詳細検討結果
• 地方公共団体向け

サンプルテンプレート
• 地方公共団体向け

ダッシュボード（モック）

2. ダッシュボードのPoC（本検証）
提供情報を基に目標管理指標の可視化方法とシステムの改善方法を検証し、課題を整理
 指標値個別の検証

• 各指標値の可視化方法の検証
• システムの改善検討方法の検証
• 各指標値の考え方

 指標値共通の検証
• ネットワーク分離方式時の可視化方法
• アプリケーション分離方式時の可視化方法
• 共同利用方式時の改善主体

3. ダッシュボードのPoC結果
参画団体での検証結果や各課題に対する対策案
を整理

Ⅰ-７. 目標管理指標の検証
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○ 本検証では、目標管理指標に基づく運用の確立へ向け、利用システムダッシュボードの構築、指標値達成状況の可視化方法の
検証、及びダッシュボードの本番環境への構築方針について協議を行う。

○ デジタル庁の「1. 指標値の詳細検討」を踏まえたうえで、参画団体は、デジタル庁が提供するダッシュボード（モック）を利用して
「２. ダッシュボードのPoC」を実施した。

ー本検証の全体像ー

検証方針



○ 本検証では、対象指標値別の課題を抽出し見直しの要否並びに対応について検証を実施した。
○ 特に「指標値の可視化」としては、対象指標値別の集計の対象や範囲について慎重に検討が必要であるため、今後の対応とし

て一例を整理した。また「指標値の考え方」では、検証時点での設定値の実効性について検証を行い、今後参考となる設定値
について整理した。

指標値個別の検証結果
No. 対象指標値 課題 今後の対応

1 • 運用コストを移行前から30％削減

 指標値の可視化
• システム単位での集計はシステム共通の費用もあり

困難な場合もあると懸念
 システムの改善検討

• 通信回線費を除く物品費はシステム更新時以外
での見直しは困難

 指標値の考え方
• 従来からベンダSaaSを利用している団体は為替リ

スクによって平成30年度比で30％削減の目標値
は困難なため見直しが必要

 システムの可視化
• ベンダ単位（運用管理補助者単位）とする。

 システムの改善検討
• システム更新時に団体が他ベンダ横並びで運用コ

ストの各費目の見直しが図れるよう、ベンダ単位
（運用管理補助者単位）でダッシュボードに表示
する。

 指標値の考え方
• 平成30年度のクラウド利用経費は直近の為替

レートに換算した場合の比較とするか検討する。

2
• クラウド利用料全体に占める仮想サーバ及び

仮想サーバにアタッチして利用するストレージ
サービス利用料・5%以下、30%以下、50％
以下

 指標値の考え方
• 目標値の達成難易度が高く、目標値の見直しが

必要

 指標値の考え方
• 「アーキテクチャの最適化へ取り組む際の効果測定

として設定を推奨する」等。

3 • クラウド利用経費の実績コストが予算策定時
以下

 指標値の可視化
• クラウド利用経費（予算）の収集はCSP利用環

境単位が適切
 指標値の考え方

• 多めに予算を取る団体、前年実績通りに予算を
取る団体などクラウド利用経費（予算）の指針が
必要

 指標値の可視化
• 情報収集の負担を考慮し、クラウド利用経費（予

算）は運用管理補助者単位とする。
 指標値の考え方

• 「実績に対する予算に乖離があれば次年度の予算
策定の検討材料とする」等。

4 • 本番運用開始後の直近1年間クラウド利用経
費が前年同期間比減

 指標値の考え方
• データ容量は年々増加するため前年比減は困難

な可能性を懸念

 指標値の考え方
• 「アクセス頻度の低いデータを安価な保存領域への

移動を検討すること」や、「必要に応じてデータ量あ
たりのクラウド利用経費を確認すること」等。
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検証内容・検証結果（1/2）



指標値個別の検証結果
No. 対象指標値 課題 今後の対応

5 • 全システムで外形監視によるエラー
レートが0.5%以下

 指標値の可視化
• EC2構成の場合、サンプルテンプレートを改修した上でダッ

シュボードの構築が必要
• 監視間隔によってはコストが増大

 指標値の考え方
• オンライン延長や保守作業等での前倒し終了による問題な

いエラーは手動算出が必要

 指標値の可視化
• EC2構成の場合の改修ガイドの追加を検討する。
• 「団体にて監視間隔と利用料は比較考慮するこ

と」等。
 指標値の考え方

• 「エラーレートの計測期間はシステム稼働時間とす
る」等。

6 • 全システムで負荷分散のレスポンスタ
イム３秒以下が99.9%

7
• 発見的統制違反・インシデント数、そ

の対応期間がCritical 1週間、通常
1ヶ月以内

 指標値の考え方
• 作業の計画立てや承認を含めた対応となるため、1週間以

内は困難
• 対応による運用コストの増加が懸念されるため、Critical以

外は年1回程度が妥当

 指標値の考え方
• 「Criticalは「S3バケットが公開される」等重要度が

高いため、1週間以内に対処できる改善フローを事
前に団体・事業者間ですり合わせること」等。

• Critical以外の対応期間は年度内とする等運用
コストへ転嫁されない範囲で見直しを検討する。

8 • インフラ準備1日以内、リリース1時間
以内

 指標値の可視化
• サンプルテンプレートにて未提供なため、一から構築が必要

 指標値の考え方
• 指標値の必要性や目的が不明確
• 構成変更が必要な場合はCDKの変更箇所以外に、システ

ムへの影響有無の確認により目標値の達成が難しく見直し
が必要

• 保守作業内容が異なるため、一律に目標設定するものか
検討が必要

 指標値の可視化
• 継続してサンプルテンプレートでの実装を検討する。

 指標値の考え方
• 「CI/CDの活用によるシステム作業工数の削減」

「CI/CDの活用が困難な保守作業は除く」等。
• CDKの変更対応以外に要する作業を見越した目

標値へ見直しを検討する。

9 • インフラチューニング年間に1度以上

 指標値の可視化
• サンプルテンプレートにて未提供なため、一から構築が必要

 指標値の考え方
• 長期継続割引を適用している場合はチューニングのタイミン

グ調整が必要

 指標値の可視化
• 継続してサンプルテンプレートでの実装を検討する。

 指標値の考え方
• 「長期継続割引を適用している場合には更新時

期を考慮したチューニングを実施すること」等。

10 • 各指標値が目標値を達成している割
合

 指標値の考え方
• 指標値のパターンが少ないため、本指標値の必要性の検討

が必要

 指標値の考え方
• 地方公共団体は本指標によって「本番アカウント×

設定する指標値数」の目標達成状況を把握可能。

Ⅰ-７. 目標管理指標の検証
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（前頁からの続き）

検証内容・検証結果（2/2）



事業者の
分離構成

アプリケーション分離※ネットワーク分離※

地方公共団体A 地方公共団体B

仮想NW

団体B
仮想NW

団体A

コンテナ

DB

コンテナ

DB

リソース監視サービス等 リソース管理サービス等

更新サーバ等

仮想NW

団体A・B
団体A・B本番アカウント 運用管理アカウント

地方公共団体A 地方公共団体B

仮想NW

団体A・B

コンテナ

DB

仮想NW

団体A・B

更新サーバ等

リソース監視サービス等 リソース管理サービス等

団体A・B本番アカウント 運用管理アカウント

構築例
（）内はデータ取

得対象の
アカウント

【共通の利用システムダッシュボードを構築】
• 利用システムダッシュボード（団体A・B本番アカウント・運用管理アカウント）
【各地方公共団体の利用システムダッシュボードを構築】
• 利用システムダッシュボードA：アプリケーションのメトリクス等から団体Aに関連

する指標を表示（団体A・B本番アカウント・運用管理アカウント）
• 利用システムダッシュボードB：アプリケーションのメトリクス等から団体Bに関連

する指標を表示（団体A・B本番アカウント・運用管理アカウント）

【共通の利用システムダッシュボードを構築】
• 利用システムダッシュボード（団体A・B本番アカウント・運用管理アカウント）
【各地方公共団体の利用システムダッシュボードを構築】
• 利用システムダッシュボードA：タグ等による制御により団体Aに関連する指標

を表示（団体A・B本番アカウント・運用管理アカウント）
• 利用システムダッシュボードB：タグ等による制御により団体Bに関連する指標

を表示（団体A・B本番アカウント・運用管理アカウント）
※ネットワーク分離、アプリケーション分離の構築例はAWSにおける検討を基にしたものとなるため、他CSPにおける検討等により今後変更となる可能性がある。

Ⅰ-７. 目標管理指標の検証
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【参考情報】NW・AP分離構成における考慮事項・構築例
地方公共団体A、Bが事業者（ガバメントクラウド運用管理補助者兼ASP）の環境を共同利用している場合

○ 複数の利用者が共同利用する「共同利用方式」の環境において、個々の利用者の指標値設定について検証を実施。可視化
対象の設定やデータ取得方法については分離方法に応じて慎重な検討が必要であることを確認し、参考情報を整理した。

No. 検証内容 検証結果

1
 ネットワーク分離構成の可視化方法

• アカウントは共通となるが仮想ネットワークにおいてリソースが異なる構成において、異なるリ
ソースからのデータ取得方法を検討し団体ごとに可視化できるか

• ダッシュボードの可視化単位：団体単位
• データ取得方法の考え方：VPCなどの取得元リソースやタグに

よる分離を想定

2
 アプリケーション分離構成の可視化方法

• アカウント・リソース共に共通となるがアプリケーションにおいて各地方公共団体の利用状況
が異なる構成において、団体ごとの利用状況からのデータ取得方法を検討し団体ごとに可
視化できるか

• ダッシュボードの可視化単位：団体単位
• データ取得方法の考え方：アプリケーションのメトリクス等による

分離を想定

指標値共通の検証結果

課題・今後に向けた検討事項（1/2）



項番 目標管理指標（案） 改善主体（案）

2
クラウド利用料全体に占める仮想サーバ及び仮想サーバにアタッチして利用するスト
レージサービス利用料
Level高：5%以下、Level中：30%以下、Level低：50％以下

• ASP（兼運用管理補助者）

5 全システムで外形監視によるエラーレートが0.5%以下 • 地方公共団体（またはKPI運用を支援する運用管理補助者）

6 全システムで負荷分散のレスポンスタイム３秒以下が99.9% • 地方公共団体（またはKPI運用を支援する運用管理補助者）

7 発見的統制違反・インシデント数、その対応期間がCritical 1週間、通常1ヶ月以内 • 地方公共団体（またはKPI運用を支援する運用管理補助者）

8 インフラ準備1日以内、リリース1時間以内 • ASP（兼運用管理補助者）

9 インフラチューニング年間に1度以上 • ASP（兼運用管理補助者）

10 各指標値が目標値を達成している割合 • 地方公共団体（またはKPI運用を支援する運用管理補助者）

• 目標管理指標の管理・改善主体は地方公共団体またはガバメントクラウド運用管理補助者（地方公共団体がKPI運用の支援を委託する場合）である。
• ASP（兼運用管理補助者）はアプリケーションの提供・保守が主な作業内容のため、地方公共団体からの改善依頼に基づき適宜対応する。

単独利用
方式

• 基本的には単独利用方式と同様、目標管理指標の管理・改善主体は地方公共団体またはガバメントクラウド運用管理補助者（地方公共団体がKPI運用の支援
を委託する場合）である

• 他方で1つのアプリケーションを複数の地方公共団体で利用するため、ASP（兼運用管理補助者）は各地方公共団体への影響も考慮し改善する必要がある。
• 利用システムダッシュボードで可視化する指標値のうち、ASP（兼運用管理補助者）が改善の起点となる指標値について検討が必要である。

共同利用
方式

Ⅰ-７. 目標管理指標の検証
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No. 検証内容 検証結果

3
• 共同利用方式時の指標値の改善主体

• 指標値の改善検討の流れや主体が単独利用方式と異なる指標
値はあるか

• 指標値の項番：9（インフラチューニング年間に1度以上）
• 理由：サービス型化（SaaSとして提供）とし人口レンジごとの標準構成とする

ため

【参考情報】共同利用方式時の指標値の「改善主体」の検討状況

指標値共通の検証結果

PMO支援事業者にてASP（兼運用管理補助者）が改善主体となる指標値を検討（以下、考え方）
• ASP（兼運用管理補助者）：アーキテクチャの最適化に影響する指標値
• 地方公共団体（またはKPI運用を支援する運用管理補助者）：システムの利用者に影響する指標値

○ 複数の利用者が共同利用する「共同利用方式」の環境において、指標値の改善検討の主体が単独利用方式と異なる
指標値の有無について検証を実施。地方公共団体ではなくASPが改善主体となる指標について、参考情報を整理した。

課題・今後に向けた検討事項（2/2）



8. 共同監視基盤などの効率的な共同利用
サービスの検証

48



○ 本検証では、共同監視基盤の導入可否並び導入することによるメリット・デメリットを整理し、運用経費の削減効果を検証した。

 共同監視基盤等の効率的な共同利用サービスを利用することにより、地方公共団体が個別に機能を開発した場合と比較して運用経
費削減となるか確認する。

本検証の
目的

検証概要

 共同監視基盤の導入検討
 共同監視基盤の導入方法の確認・整理を机上にて実施する。

 共同監視基盤の導入による影響整理
 導入に伴い運用経費への影響について整理を行う。

佐倉市（日立システムズ）検証
参画団体

Ⅰ-８. 共同監視基盤などの効率的な共同利用サービスの検証
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検証方針



○ 共同監視基盤とは、複数の利用者環境を対象にとして一元的に監視運用を行うための共同利用環境（共同利用サービス）
を想定。当該環境の構成と運用に係る概要の説明を以下に示す。

共同監視基盤の構成・運用イメージ

<共同監視基盤の構成・運用における概要説明>
① 地方公共団体アカウントの各VPC内のサーバーと

ジョブについて、運用アカウント内の共同監視基盤
により常時監視を行う。

② 異常が発生した場合には共同監視基盤の監視に
より検知し、監視チーム（共用監視グループ）の
SEにメールが発信される。

③ 障害発生時のサーバーの回復が必要などの個別事
象が発生する場合は、SEが保守拠点での対応が
必要である。
但し、SEによる現地作業のリモート化により、
工数の削減の可能性がある。

１

２３

１

２

３

ジョブ監視サーバー
は必要がある場合

に任意で構築

Ⅰ-８. 共同監視基盤などの効率的な共同利用サービスの検証
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【参考】検証内容・検証結果（検証イメージ）



○ 共同監視基盤を利用することによる運用経費の削減効果を検証した。
○ 監視基盤による監視業務の自動化やリモート作業の徹底により工数削減が可能であり、運用経費削減が可能であることを確認

した。また共同監視基盤の利用団体数が増加すれば按分効果が高まり、更なる経費削減が可能であることを確認した。

• 共同監視基盤を導入した場合に
おける運用面・費用面のメリット・デ
メリットを整理した。

佐倉市 日立
システムズ

• 共同監視基盤の効率的な導入方
法について検証した（机上検証）。

• 以下のとおり、共同監視基盤が導入できることを確認した。
 VPC内にattachmentを追加し、運用アカウント側のTransit Gatewayとの

接続設定を追加する対応が可能
 接続にあたり、他の共同利用アカウント内の構成で使用しているIPアドレスとの

重複は不可の為、IPアドレスの重複が無いかの確認が必要

• 以下のとおり、メリット・デメリットの整理を行い、導入による運用経費の
削減が可能であることを確認した。

<メリット>
 現行の監視体制から共同監視基盤への移行を行うことで、工数削減が可能
 団体毎に差異のない、平準的（ノンカスタマイズ）なサービス提供が可能
 利用団体数が増加すれば、按分効果が高まることにより経費削減が可能

<デメリット>
 自動化のポイントは機械的な監視と異常検知時のSEへの連絡が主であり、

障害発生時の切り分けや回復・再開のためにSEによる現地対応が必要となっ
た場合、工数削減が一定に留まる可能性がある

 利用団体数が減少すれば、費用按分の効果が下がり費用増加となる可能性
がある

検証内容ベンダー参画団体 検証結果

Ⅰ-８. 共同監視基盤などの効率的な共同利用サービスの検証
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検証内容・検証結果



○ 本検証における共通監視基盤はガバメントクラウド内に構築されたシステムを監視対象とし、地方公共団体の庁舎や事業者の
保守拠点に設置された機器等は対象としていないため、監視対象とするための対策案を整理した。

○ 本検証の構成においては、アラート等の検知の際には軽微な内容であってもSEが保守拠点で確認する必要があるが、工数削減
のため、AppStream監視マネージャ機能を利用する対策案を整理した。

分類 課題概要 対応策 団体
（ベンダー）

サービスの
適用範囲

• ガバメントクラウド上のサービス及び
リソースのみを監視対象としているため、
地方公共団体庁舎や事業者保守拠
点の設置機器等を対象としていない。

• 庁舎や事業者の保守拠点を監視する方法を整理した。
（案１）庁舎や拠点側にオンプレミスで監視基盤を用意し、該当監視

機能を活用する。
（案２）オンプレミスで監視基盤を用意することが難しい場合、地方公

共団体アカウントのVPCに踏台用のジョブ監視サーバ（JP1
エージェント）を用意し、ジョブ監視サーバから庁舎等に設置さ
れた機器等のジョブを実行・監視する。 佐倉市（日

立システム
ズ）

検知後の
現場対応

による工数増

• 監視機能により検知した異常終了に
対する再実行や状態確認等、軽微な
内容であってもSEが保守拠点にて確
認する必要がある。

• AppStream監視マネージャ機能を利用し、障害発生時の状態確認を
管理コンソール経由でSEが実施できるようにする。これにより軽微な問題
に対する対応をタイムリーに実施することが可能となり、工数削減が見込
める。

Ⅰ-８. 共同監視基盤などの効率的な共同利用サービスの検証
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課題・今後に向けた検討事項



9. その他、デジタル庁と協議の上、有益であると
認められた検証
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○ 本検証では、参画団体より提案を受け、デジタル庁が有益であると判断して採用した検証項目を取り扱っている。

検証目的 検証概要検証名 団体名No

• リモート接続環境（AWS Workspaces Web）からGCAS
経由での接続への設計変更を行う。

• GCASへの接続におけるSSOユーザの動作検証及び
環境への影響範囲確認を行う。

GCAS/CEPを利用した
マネジメントコンソールアクセス
におけるSSO※ユーザによる

構築作業・運用保守作業の
在り方検証

神戸市

• GCAS経由での接続を
適切に行うことができるか
を確認する。

• 令和６年度以前のアクセス方法からGCAS経由での管理コン
ソールへのアクセスに切り替えることによる影響を確認する。

• ガバメントクラウドの環境構築を自動化することへの影響を確認し、
効率化が阻害されることがないよう検証する。

GCAS-SSOへの
切り替え検証

せとうち3市

• 地方公共団体、運用管理補助者(ASP)、デジタル庁、CSPの
4者における連携方法や具体的な手段について事前整理し、
実際に机上訓練を実施して課題の対応策を検討する。

トラブル対応訓練と
課題検討

• 有事の際に混乱や遅滞なく
対応できること、地方公共
団体が安心してガバメント
クラウドを利用できることを
確認する。

1

2

3

Ⅰ-９. その他、デジタル庁と協議の上、有益であると認められた検証

54

検証方針



○ CSPの管理コンソールへのアクセス方法について、令和６年度以前のアクセス方法からGCAS-SSOへの移行における影響を確
認し、移行後の環境における構築・運用作業の在り方を検証した。

GCAS/CEPを利用したマネジメントコンソールアクセスにおけるSSOユーザによる構築作業・運用保守作業の在り方検証No.1

GCAS-SSOへの切り替え検証No.2

検証内容ベンダー参画団体

せとうち3市 富士通
Japan

神戸市 NTT西日本

検証結果

• GCAS-SSO移行に伴
う影響調査を行い、移
行後の環境における環
境構築や運用作業の
在り方について検証し
た。

• GCAS-SSOへ切替後、GCAS経由でのCSPの管理コンソールへのアクセスが問題なく行える
ことを確認した。また以下のメリットがあることを確認した。
 GCAS提供アプリやCSPへの認証操作のユーザビリティの向上
 一元化された認証強化設定（MFA）とアクセス元制御によるセキュリティリスクの軽減

• 環境構築の自動化ツールに影響を発生させないためにはIAMロール名を変更しない必要が
あり、切替前のIAMロール名を変更し新たに同名でIAMロールを作成することで実現した。

• GCAS-SSO移行前後による運用経費の増減は生じないことを確認した。

※「GCAS-SSOへの移行に伴う対応（AWS編）」（デジタル庁）より引用

<GCAS-SSOによる認証操作のイメージ図※>

Ⅰ-９. その他、デジタル庁と協議の上、有益であると認められた検証
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検証内容・検証結果 - No.1、No.2



トラブル対応訓練と課題検討No.3

せとうち3市 富士通
Japan

• 地方公共団体、運用管理補助者(ASP)、デジタル庁、CSPの4者における連携方法や具体的な手段について
事前整理し、インシデント対応フロー（デジタル庁作成）に沿って訓練を実施した。

• 実際に以下のシナリオを想定し、訓練を実施した。
 シナリオ１ CSPダウントラブル発生を想定した対応訓練（令和７年１月22日実施）

 シナリオ２ ウイルス感染進行中を想定した対応訓練（令和７年１月29日実施）

検証内容ベンダー参画団体

○ ガバメントクラウド上のシステムにインシデントが発生した際の対応として２パターンのシナリオを想定し、デジタル庁作成のインシデ
ント対応フローに沿って適切な対応が可能か訓練を実施した。

Ⅰ-９. その他、デジタル庁と協議の上、有益であると認められた検証
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検証内容・検証結果 - No.3



トラブル対応訓練と課題検討No.3

せとうち3市 富士通
Japan

• インシデント対応フロー（デジタル庁作成）に沿って訓練を実施し、フローが有効に活用できることを確認した。

ベンダー参画団体 検証結果

※「ガバメントクラウド上に構築された地方公共団体の情報システムにおける 情報セキュリティインシデントの問題判別と問い合わせについて（デジタル庁）」より

○ トラブル対応訓練を通じ、インシデント対応フローに沿って地方公共団体・運用管理補助者(ASP)・デジタル庁、・CSPが連携し
て、事象の検知、情報共有、解決の一連の流れが問題なく実施可能であることを検証した。

<インシデント対応フロー※>

Ⅰ-９. その他、デジタル庁と協議の上、有益であると認められた検証
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検証内容・検証結果 - No.3



II  移行検証の結果報告
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○ 移行検証では、今後の「ガバメントクラウドの本格利用」や「後続団体のガバメントクラウドの利用開始」にあたって発生する作業や
手続き等の内容を確認。特に円滑なガバメントクラウドへの移行作業や今後の運用最適化に資するものとして、各種運用管理
者の責任分界点の整理やガバメントクラウドへの接続に係る構成等について、各種関連文書（運用管理補助者を調達する際
の仕様書ひな型・ガバメントクラウド利用における推奨構成・GCASガイド等）へ反映。

移行検証の検証項目・検証内容・結果概要

移
行
検
証
（
地
方
公
共
団
体
向
け
検
証
事
業
）

課金モデルの検証

移行期間の短縮・
効率的なシステム運用によるコスト検証

一部事務組合・広域連合等のガバメントクラ
ウド利用に関する検証

都道府県のガバメントクラウド利用に関する
検証

ガバメントクラウド運用管理補助者・回線運用管
理補助者・統合運用管理補助者の間における
事務処理及び責任分界点等の検証

GCAS経由での申請・利用フローの検証1

2

3

4

5

6

ガバメントクラウド、庁内ネットワーク及び
LGWAN-ASPサービス間当の連携に関す
る検証

リフト・シフト同時移行に係る検証7

8

• ハードウェアMFAデバイスの管理方法や利用頻度 等

• 為替の影響有無、請求から支払いまでのフロー、支払方法
や支払代行の有無 等

• ガバメントクラウドへの移行期間短縮や効率的なシステム運
用にあたり、実施した取組の内容及び効果

• 一部事務組合・広域連合等システムと自治体個別システム
の構成

• ガバメントクラウドへの移行に期待される効果・課題 等

• 都道府県システムと自治体個別システムの構成
• ガバメントクラウドへの移行に期待される効果・課題 等

• 責任分界の考え方や各運用管理補助者に対する業務委
託内容

• 事業者選定に関する課題 等

• リフト・シフト同時移行団体の移行時の課題や改善要望
等

• ガバメントクラウド上のシステムとLGWAN-ASPサービス等の
外部接続先及び接続方法 等

• 団体が必要なハードウェアMFAデバイスを確保した後、適切な管理のもとで自
庁舎内で保管されている状況を確認

• 多数が為替影響を受けるCSPを採用し、支出官レートよりも高い為替レートを
設定している団体が多数であることを確認

• 監視作業をマネージドサービスに置き換えることで経費削減が可能である

• 多くの団体で費用按分方法の検討及び請求フローの設定が必要であることを
確認

• デジタル庁との情報連絡手段に関する課題を確認

• ネットワーク及び運用保守を都道府県と市町村で個別に構築する団体が一定
数存在することを確認

• ガバメントクラウド移行に向けた都道府県の支援内容を確認

• ガバメントクラウド運用管理補助者の過半数がASP兼務であり、作業範囲及び
責任分界等の整理に課題があることを確認

• リフト・シフト同時移行により「移行期間短縮」「移行作業費用の削減」が実現
可能であることを確認した一方、「作業の複雑化・障害切り分け」を課題として
確認

• LGCSの主な用途として、ガバメントクラウド上の基幹業務システムとLGWAN-
ASPサービスとの連携に利用していることを確認した一方、ルーティングやIPアド
レス設計等に課題があることを確認

検証項目 検証・確認内容 検証・確認結果概要

再掲
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No 検証項目 実施概要 資料内
ページ

調査対象 有効回答数
※

1 GCAS経由での申請・利用フローの検証 • GCAS利用時のロールの設定状況や手続に関する理解度等の確認
• ハードウェアMFAデバイスの管理方法や利用頻度等の確認 P.61

団体
事業者 1,927

2 課金モデルの検証 • 予定している支払方法や課題等の確認
P.64

団体
424

3 移行期間の短縮・効率的なシステム運用による
コスト検証

• ガバメントクラウドへの移行期間短縮や効率的なシステム運用にあたり、実
施した取組の内容及び効果の確認（移行未実施などの場合は、想定での
回答を依頼）

P.67
事業者

215

4 一部事務組合・広域連合等のガバメントクラウ
ド利用に関する検証

• 一部事務組合・広域連合等システムと自治体個別システムの構成等に関
する確認

• ガバメントクラウドへの移行に期待される効果・課題等の確認
P.72

団体
事業者 24

5 都道府県のガバメントクラウド利用に関する検
証

• 都道府県システムと自治体個別システムの構成等の確認
• ガバメントクラウドへの移行に期待される効果・課題等の確認 P.75

団体
事業者 27

6 ガバメントクラウド運用管理補助者・回線運用
管理補助者・統合運用管理補助者の間におけ
る事務処理及び責任分界点等の検証

• 責任分界の考え方や各運用管理補助者に対する業務委託内容の確認
• 事業者選定に関する課題等の確認 P.79

団体
356

7 リフト・シフトの同時移行に係る検証 • リフト・シフト同時移行団体の移行時の課題や改善要望等の確認（移行
未実施などの場合は、想定での回答を依頼） P.83

団体
事業者 757

8 ガバメントクラウド、庁内ネットワーク及び
LGWAN-ASP サービス間等の連携に関する
検証

• ガバメントクラウド上のシステムとLGWAN-ASPサービス等の外部接続先及び
接続方法等の確認 P.86

団体
24

○ 移行検証では、今後の「ガバメントクラウドの本格利用」や「後続団体のガバメントクラウドの利用開始」にあたって発生する作業や
手続き等の内容を確認。

○ 参画団体は以下の検証項目から2つ以上の項目を選択し、検証項目に合わせたアンケート回答をもって成果物としている。
（検証参画団体数：1,069団体）。

※調査対象が団体及び事業者の場合は、その合計値。また、参画団体は選択した検証項目に合わせて複数回答を行っているため、有効回答数と参画団体数は一致するものではない。 60

移行検証の項目一覧



1. GCAS経由での申請・利用フローの検証

61



○ 本検証では、令和６年４月以降、ガバメントクラウド利用のためにはGCAS※利用が必須となったことを踏まえ、GCASの利用に
あたって生じる課題等の調査・検証を行った。

○ GCAS利用の際の二要素認証に必要となるハードウェアトークン（ハードウェアMFAデバイス）の利用・管理方法について、調査
を行った。

本検証における確認のポイント

地方公共団体・事業者 端末
GCAS ガバメントクラウド

GCASアカウント取得後の手続等

ガバメントクラウドへのアクセス

【確認点】
GCAS利用に関する以下の点について確認する。
• ロールの設定状況
• GCASを経由して行うガバメントクラウド利用に係る手

続きに関する理解 等

ガバメントクラウドへのアクセス
（GCAS-SSO）

【確認点】
本番相当環境の環境へのアクセス、またはGCASにおける管理者権限の保有者の認証に必
要なハードウェアMFAデバイス（ハードウェアトークン）に関する以下の点について確認する。
• ハードウェアMFAデバイスの確保状況
• ハードウェアMFAデバイスの利用状況
• ハードウェアMFAデバイスの管理状況 等

Ⅱ-１. GCAS経由での申請・利用フローの検証

62※GCASは、ガバメントクラウドの情報提供、問合わせ対応、利用申請、利用案内等を行うことができるオンボーディングツール（Webフォーム）

検証の背景・概要



調査結果 主な考察・対応策

① 地方公共団体及び事業者にお
いてロールの兼務を設定すること
で、同一のGCASアカウントで
GCAS上のシステムグループ登録
と運用管理補助者の紐づけ登
録手続きを行うことが可能。運用
の効率化のために、多くの地方
公共団体等で採用されている。

② ハードウェアMFAデバイスの保管
場所については、12月調査で
97%の団体が「庁舎内で保管」
している一方、保管場所での施
錠有無については、団体の2割
程度では「施錠していない」又は
「施錠状況を確認できない」とい
う状況であった。
 施錠有無等、保管場所でのセ

キュリティ施策が十分であるか、各
団体のセキュリティポリシーを踏ま
えた対応の徹底をお願いしたい。

設問1-4．PMOロールとPJMOロールの兼務状況（単一選択）

ロールの設定情報の調査結果
(団体・8月・12月合算)

設問2-6．ハードウェアMFAデバイスの保管
場所施錠有無（単一選択・自由記述）

ロールの設定情報の調査結果(事業者・8月) ロールの設定情報の調査結果(事業者・12月)

ハードウェアMFAデバイス保管場所施錠の
調査結果(団体) (団体・8月・12月合算)

ハードウェアMFAデバイスの保管場所
(団体・12月)

ハードウェアMFAデバイスの保管場所
(団体・8月)

設問2-5．ハードウェアMFAデバイス（ハードウェアトークン）の保管場所（単一選択）

Ⅱ-１. GCAS経由での申請・利用フローの検証

○ GCAS経由での申請・利用フローにおいて、地方公共団体及び事業者ともに７割以上がロール兼務※していることを確認。同一
アカウントを利用した手続きが可能であることから、運用の効率化のために多くの地方公共団体等で採用されていると思料。

○ 他方、ハードウェアMFAデバイスは庁舎内保管している地方公共団体が多いため、十分なセキュリティ施策が必要である。

※ロールの兼務とは、役割の異なるPMOロールとPJMOロールを切り替えて使い分けることができる仕組み。

74%
→79%

74%76%

87%
97% 84%

①

②

調査結果サマリ
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2. 課金モデルの検証

64



地方公共団体B
デジタル庁※2

ガバメントクラウド利用に係る契約・利用料支払の関係（イメージ図）

クラウドサービス
提供事業者
（CSP）

地方公共団体A

運用管理
補助者

ガバメントクラウド利用権付与兼債務引受契約
クラウドサービス

基本契約

（利用する場合）
支払代行の依頼

（共同利用の場合）費用按分情報の登録

利用料の通知 利用料の通知

ガバメントクラウド利用に係る契約
ガバメントクラウド利用料の通知
ガバメントクラウド利用料の支払

支払代行

利用料の納付（Pay-easy・口座振込）

利用料の
引き渡し

※2 保管金の口座は日本銀行本店に開設

○ 本検証では、ガバメントクラウド利用料の課金モデル（為替の影響有無、請求から支払いまでのフロー、支払方法や支払代行の
有無※1等）の課題等について確認した。

【確認点】
• ガバメントクラウドの利用方式
• 採用/採用予定のCSP
• 予算策定時設定予定の為替レート

【確認点】
• 利用料の支払い方法、選定理由、課題
• 支払代行業務を委託する事業者

Ⅱ-２. 課金モデルの検証
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※1 ガバメントクラウドの利用に係る契約及び利用料の支払いに関しては、第216回国会にて、情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律の一部を改正する法律（令和７年法律第４号）が成立し、国以外の者のク

ラウドサービスの共同利用に係る金銭の保管に関する規定が整備されたことを踏まえ、「ガバメントクラウド利用権付与債務引受契約」及び当該契約第30条に定められている。

検証の背景・概要



調査結果 デジタル庁による主な考察・対応策

① Amazon Web Servicesの採
用/採用を検討している回答が
最も多く全体の約74%、次いで
Oracle Cloud 
Infrastructureの採用/採用を
検討している回答が全体の約
26%という結果であった。

② 地方公共団体が想定する為替
レートを聴取すると設定額にばら
つきがある。特に支出官レートよ
りも高い額面（令和６年度検
証実施時点では1USD＝139
円）以上を設定している団体が
約96%を占めた。
 予算策定時などに為替レートを

加味する場合は、最新の支出官
レートを参考にしながら、各団体
の財政部門と最適な設定額を調
整することを推奨する。

○ ガバメントクラウドの利用にあたり採用（又は採用を検討）しているCSPについて調査したところ、Amazon Web Services
（AWS）が最も多く、次点でOracle Cloud Infrastructure（OCI）が多いという結果を得た。

○ 前述の二つのCSPの利用料は為替の影響を受けることを踏まえ、予算策定時等に為替レートを加味する場合は、最新の支出
官レートも参考にしながら、各団体の財政部門と最適な設定額を調整することを推奨する。

設問1-2．採用/採用を検討しているCSP（複数選択）

設問1-3．Amazon Web Services又はGoogle Cloudを採用/採用を検討している場合、クラウド利用料金の予算策定時に
設定予定の為替レート（USD⇄JPY）（数値回答）

CSP 回答件数（シングルクラウド） 回答件数（マルチクラウド）

Amazon Web Services 295 71

Google Cloud 0 1

Microsoft Azure 0 2

Oracle Cloud Infrastructure 58 71

為替レート 回答件数

0円～149円 14

150円～169円 336

170円～200円 16

①

②

Ⅱ-２. 課金モデルの検証
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調査結果サマリ



3. 移行期間の短縮・効率的なシステム運用によ
るコスト検証 

67



移行時期分散
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○ ガバメントクラウドを活用した標準準拠システムについて、2025年度末までに移行することを目指す※とされている一方、移行期
限直前に移行作業が集中してしまうと、着実な移行計画の実行に影響が出る可能性がある。このため、移行期間短縮による移
行時期の分散や過密防止の措置について検証を実施した。

移行期間の短縮に関する検証の背景・概要

※ デジタル庁「地方公共団体情報システム標準化基本方針の改定の概要（2024年12月24日閣議決定）」 を参照

• フェーズ毎に要した移行期間の確認を行う。
（要件定義、設計、開発...等）

効果の確認

• 移行検討の際に採用した、期間短縮のための
施策の確認を行う。

施策の収集

 移行パターンの確認等検証団体の分類の確認
は運用経費削減の確認にも関連して共通的に
実施

 以下の観点で移行期間短縮に係る確認を実施

【確認点】

各団体の移行予定時期（イメージ）

移行時期
過密

2025年度後半に移行予定（本番稼働予定時期）が集中
移行期間の短縮により、移行時期の分散を目指す。

Ⅱ-３. 移行期間の短縮・効率的なシステム運用によるコスト検証
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検証の背景・概要 ①移行期間の短縮

https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/c58162cb-92e5-4a43-9ad5-095b7c45100c/d830cf70/20241224_policies_local_governments_doc_05.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/c58162cb-92e5-4a43-9ad5-095b7c45100c/d830cf70/20241224_policies_local_governments_doc_05.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/c58162cb-92e5-4a43-9ad5-095b7c45100c/d830cf70/20241224_policies_local_governments_doc_05.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/c58162cb-92e5-4a43-9ad5-095b7c45100c/d830cf70/20241224_policies_local_governments_doc_05.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/c58162cb-92e5-4a43-9ad5-095b7c45100c/d830cf70/20241224_policies_local_governments_doc_05.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/c58162cb-92e5-4a43-9ad5-095b7c45100c/d830cf70/20241224_policies_local_governments_doc_05.pdf
https://www.digital.go.jp/assets/contents/node/basic_page/field_ref_resources/c58162cb-92e5-4a43-9ad5-095b7c45100c/d830cf70/20241224_policies_local_governments_doc_05.pdf


○ 本検証では、ガバメントクラウド利用における効率的なシステム運用の実現に向けた取組及びその効果について確認した。
○ ガバメントクラウドへの移行の前後において、運用保守作業の項目別の工数について増減を確認。運用経費の削減に資する効

果的な施策の調査を行った。

効率的なシステム運用によるコスト検証の背景・概要

課題

以下の課題について検討を実施
• ガバメントクラウド利用における効率的な移行支援、移行時の課題と対策が必要

調査
背景

上記課題等を踏まえ、以下の観点から調査方針を検討を実施
• 実績又は最新の見込に基づく、システムの運用効率や運用工数の変化について
• 詳細な分類に基づく運用工数の増減、施策や増加原因について
• 共通的に影響のある課題、施策を分析するため、調査対象の拡大について

調査
内容

以下の観点に従い、調査分析を実施した
• 標準化移行の前後で、運用保守作業について作業項目毎の工数変化を調査
• ガバメントクラウドへの移行後、運用コストの削減に効果的な施策を調査

Ⅱ-３. 移行期間の短縮・効率的なシステム運用によるコスト検証
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検証の背景・概要 ②効率的なシステム運用によるコスト検証



調査結果 デジタル庁による
主な考察・対応策

① 移行期間短縮のための施策のう
ち、「IaC活用、ツール活用」が
最も回答件数が多く、効果が期
待できることから、移行団体にお
いて積極的に活用を検討するこ
とを推奨する。また、「実績活用、
資産共通化」、「事前検証」及
び「要員専任」についても団体・
事業者ごとの状況を踏まえ実施
を検討することで期間短縮の期
待ができる。

○ 移行期間の短縮として、IaCによる自動化やAMI等のツールの活用が有効であるとの回答を得た。特にIaCによる自動化は、人
的ミスを防止し、品質向上及び手戻り削減による納期短縮に効果があると思料する。

設問1-12．設問1-13 移行期間短縮のための施策とその効果

Ⅱ-３. 移行期間の短縮・効率的なシステム運用によるコスト検証
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回答分類 回答
件数 回答内容（一部抜粋）

IaC活用、ツール活用 59
• 自社パッケージのためシステム内部構造を把握したうえでlaCによる自動化による効率化を実施
• 「Amazon マシンイメージ (AMI)」、「AWS CloudFormation」活用による環境構築作業の効率化
• IaCにより人的ミスを防止し、品質向上および手戻り削減による納期短縮を実現

実績活用、資産共通化 48
• 先行してリフトを実施した実績があり、その際の手順やチェックリストの流用、その際の懸案発生時の反省事
項の対応をすることにより、時間短縮を見込んでいる。

• 同規模団体の作業実績を踏まえて作業手順や手法の標準化を行い効率化を行う。

事前検証 21 • ローカル環境で移行のテストを行い、発生した課題を解消したうえでガバメントクラウド上で動作検証を行った。

要員専任 17 • 社内専任部署に構築を実施することで問合せの削減やナレッジを活用した移行期間の短縮を行った。
• 環境構築者の専任化を実施した。

自治体クラウド協定の活
用 8 • 既存の自治体クラウド協定を生かし、自治体合同でベンダ (運用管理補助者)と協議を進めた。複数自治

体が集まり同時に検討を進めることで、効率的に進捗することができた。

ASP間連携検討 8 • 令和6年度に早期移行検証を実施することで、同一CSPのNWアカウントを介したASP間の連携に向けた
課題整理を実施。

アカウント構成検討 8 • ベンダ保守アカウントの構成検討に着手し、令和７年度以降のデータ移行を円滑に行える検証を実施する
予定である。

既存NWの活用 7 • ガバメントクラウドとの接続回線について、LGWANを利用するのではなく、既存の庁内ネットワーク網内に拠
点追加する方式の接続としたため、回線敷設に要する工数を低減。

共同利用方式 2 • クラウド環境は１自治体で利用するものであるが、ベンダ構築作業効率化のため、共同利用方式での環境
払出しを実施。

データベース移行、同期の
前倒し 2 • ガバメントクラウド上に現行データベースの複製を作成し、移行前からデータベース同期を取ることでリフトの

時間短縮を想定している。

アプリケーション分離方式 1 • アプリケーション分離方式による全移行団体共通パッケージシステムでの移行を実施する。

①

調査結果サマリ ①移行期間の短縮に関する検証



調査結果 デジタル庁による
主な考察・対応策

③ A-1.監視作業については、目視
確認や通知作業といった人的リ
ソースにより実施されていた項目
をCSPが提供する機能に置き
換えることにより工数削減の期
待ができる。

④ B-7.ハードウェアの保守について
は、クラウド化による団体が管
理すべきハードウェアの減少及
びマネージドサービスの活用によ
り、ハードウェア障害の受付・調
査・修復に係る工数削減の期待
ができる。

○ 効率的なシステム運用によるコスト検証として、ガバメントクラウドへ移行後において、運用経費の削減のために実施した施策につ
いて確認した。監視作業については、CSPが提供する機能に置き換えることによって工数削減の期待ができること。またハードウェア
保守については、クラウド化による団体が所有するハードウェアの減少やマネージドサービスの活用により、障害対応等に係る工数
削減が期待できるとの回答を得た。

設問2-8．移行にあたって運用コストを「削減できた」作業の詳細、削減のために実施した施策

項目 分類 回答件数
A-1.監視作業 目視確認、通知作業の削減

集中管理（共同利用方式含む）
死活監視作業の削減

16

A-2.情報システム
維持作業

バックアップ、遠隔地保管
集中管理（共同利用方式含む）

2

A-3.ユーザサポート
業務

団体向け説明会のWEB開催 1

A-4.データの収集と
報告

コミュニケーションツールの導入
標準準拠への適合
集中管理（共同利用方式含む）

3

A-5.情報システム
維持作業

集中管理（共同利用方式含む） 1

A-6.その他運用作
業

その他人件費の削減 1

項目 分類 回答件数
B-1.ハードウェアの保守 HW交換、監視、保守に係る人件費

クラウド基盤の保守
9

B-2.ソフトウェア製品の保
守

集中管理（共同利用方式含む） 1

B-3.システムリソース配分
の調整

集中管理（共同利用方式含む）
ストレージ自動拡張機能等の利用によ
るリソース配分

3

B-4.保守作業共通 季節性のある人的リソースの削減 1

B-5.データの収集と報告
共同利用方式の採用
標準化への適合による削減

2

B-6.アプリケーションプログ
ラムの保守

共同利用方式の採用 1

B-7.ハードウェアの保守
機器減少による削減
マネージドサービスによる効率化

24

B-8.ソフトウェア製品の保
守

マネージドサービスの活用
共同利用方式の利用

2

B-9.その他保守作業 - -

③

④

④

 コストが削減された運用項目  コストが削減された保守項目

Ⅱ-３. 移行期間の短縮・効率的なシステム運用によるコスト検証
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調査結果サマリ ②効率的なシステム運用によるコスト検証



4. 一部事務組合・広域連合等のガバメント クラ
ウド利用に関する検証 

72



一部事務組合・広域連合等のガバメントクラウド利用における確認点

地方公共団体A

地方公共団体B

地方公共団体C

地方公共団体D

地方公共団体E

一部事務組合・広域連合等

業務システム

業務システム

事業者

運用管理補助者・ASP

ガバメントクラウド移行前

システム提供
（共同利用）

システム提供
（ガバメントクラウド
共同利用方式）

ガバメントクラウド移行後

複数の地方公共団体とシステムを共同利用している点（主に一部事務組合）

ガバメントクラウド
移行後

業務システム

広域連合（市町村）都道府県

都道府県との関係（主に広域連合）

ガバメントクラウド移行
の支援等

ガバメントクラウド移行
の実施

○ 一部事務組合・広域連合等は、地方自治法に基づき複数の地方公共団体の業務を共同で処理するために設置される
ことから、ガバメントクラウド利用に当たって、システム構成や役割分担等に関する課題等を整理し、あわせて都道府県との関係で
生じうる課題についても整理した。

【確認点１】
• システム構成及び共同処理の有無
• ネットワーク、運用保守の役割分担
• 費用の按分方法

【確認点３】
• 移行における期待、
課題及び要望

【確認点２】
• 都道府県による支援の
有無及び支援内容

ガバメントクラウド移行
に対する支援

Ⅱ-４. 一部事務組合・広域連合等のガバメントクラウド利用に関する検証
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検証の背景・概要



○ システム構築においては共同処理部分を一部事務組合・広域連合等が構築するケースが多数であり、ネットワークにおいても一
部事務組合・広域連合等で構築及び運用を行うケースが多数であるとの回答を得た。

Ⅱ-４. 一部事務組合・広域連合等のガバメントクラウド利用に関する検証

調査結果 主な考察・対応策

 「共同処理部分は一部事務組合
／広域連合がシステム（アプリ
ケーション）を構築」が8割強であ
り、業務の共同処理部分を広域
連合が構築し、自治体個別部分
は各自治体で構築するケースが
多い。

 業務の棲み分けは、自治体で入
力した情報を基に広域連合で処
理するケースが見られた。

 一部事務組合／広域連合と自
治体間の業務・システムの合理
的・効率的な棲み分けを整理す
る必要があると考える。

 「一部事務組合／広域連合が
庁舎との接続を構築」及び「一部
事務組合／広域連合が構築し
て運用も行っている。」が各5団体
（4割）、併せて8割強であった。

 自治体が業務システムを利用す
る際には、一部事務組合／広域
連合が構築したネットワークを経
由して利用するケースが多く、加え
て運用も実施しているケースも見
られるため、ネットワーク・運用保
守においても合理的・効率的な
棲み分けを整理する必要があると
考える。

設問1-4．①一部事務組合・広域連合等または自治体個別のシステムの構成及び業務の共同処理の有無
（自由記述）

システム構成及び共同処理の有無の調査結果（団体）

設問1-4．②ネットワーク（庁舎等との接続）・運用保守における一部事務組合・広域連合等と自治体の役割分担
（自由記述）

ネットワーク・運用保守における役割分担の調査結果（団体）

【自由記述】
• 業務を共同処理する部分は広域連合が業

務ごとに１つのアプリケーションを構築し、自
治体個別で業務を処理する部分は、各自
治体がアプリケーションを構築している。

• 共同利用する業務システムは広域組合で1
つのアプリケーションを構築し、自治体は業
務システムの一部機能を利用する。自治体
で入力した情報を基に広域組合で共同処
理を行う。

【自由記述】
• 庁舎との接続は一部事務組合／広域連

合が構築し、自治体個別のシステムも含め
共同で利用している。

【自由記述】
• 構成市町と組合の接続は、組合にて構築

している。ガバメントクラウド切替え後、構成
市町が委託業務のシステムを利用する際に
は、組合が構築したネットワークを経由して
システムに接続する予定である。
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5. 都道府県のガバメントクラウド利用に関する
検証
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○ 本検証では、都道府県が域内市町村向けに実施する標準化移行に係る支援の実施内容と課題を確認した。
○ 他方で域内市町村の生活保護や児童扶養手当の事務処理を行うため、当該業務システムをガバメントクラウド上で構築・運用

する場合のシステム構成、役割分担、費用負担等について確認した。

都道府県のガバメントクラウド利用における確認点

地方公共団体A

地方公共団体B

地方公共団体C

地方公共団体D

地方公共団体E

都道府県

業務システム

業務システム

事業者

運用管理補助者・ASP

ガバメントクラウド移行前

システム提供
（共同利用）

システム提供
（ガバメントクラウド
共同利用方式）ガバメントクラウド移行後

複数の地方公共団体とシステムを共同利用している点

ガバメントクラウド

業務システム

市町村都道府県

ガバメントクラウド移行における都道府県と市町村の関係

ガバメントクラウド移行
の実施

ガバメントクラウド移行
の実施

ガバメントクラウド移行
に対する支援【確認点１】

• システム構成及び共同処
理の有無

• ネットワーク、運用保守の
役割分担

• 費用按分方法

【確認点３】
• 移行における期待、
課題及び要望

【確認点２】
• 都道府県による支援の
有無及び支援内容

Ⅱ-５. 都道府県のガバメントクラウド利用に関する検証

検証の背景・概要
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調査結果 デジタル庁による
主な考察・対応策

 「地方公共団体情報システムの標準
化に関する法律」で求められている
「相談支援」や「情報提供」といった
支援に加えて、「進捗管理」や「伴走
支援」など市町村における標準化を
確実に進めるための支援を行ってい
る。

 都道府県においては、左記の調査
結果に示す事例・実績を参考とし、
引き続き市町村のガバメントクラウド
への移行を進めるための支援を行っ
ていただくことが必要と考える。

○ 都道府県のガバメントクラウド利用にあたり、都道府県が域内の市町村に対して実施している支援内容について、以下の回答を
得た。

設問1-2．ガバメントクラウド移行において都道府県が行っている支援の内容（一部回答分類を抜粋）
 都道府県が行っている支援内容の調査結果（団体）

• 相談支援
• 都道府県が委託するITコンサル企業と共に、全ての域内市町村を対象にした進捗管理、個別相談支援等を実施
• ＤＸ推進拠点に市町のデジタル・ガバメント専用窓口を設置し、専門的な相談対応等を実施している。（本窓口は、デジタル・ガバメント構築

を推進するための相談を行うものであり、ガバメントクラウド移行に関する相談も行うことができる。）
• ガバメントクラウド移行を含む標準化関係の相談支援（伴走型支援対象団体以外の市町村を対象）やシステム標準化に関する市町村から

の相談対応（仕様書の確認・助言、ガバメントクラウド移行計画の策定支援など）を実施
• 研修会／勉強会の開催

• 都道府県・市町村のDX推進担当課室等で構成している専門ワーキンググループにおいて、ガバメントクラウド移行及び運用管理も含め、標準
化・共通化（標準化に関するマニュアルの解説の実施等）に関して、市町村が対応すべき作業の説明会や勉強会を実施

• ガバメントクラウド採択CSPと連携し、ガバメントクラウドに関する説明会、個別相談支援を実施
• 進捗管理

• 標準化ＰＭＯを加工して市町村の進捗をより分かりやすく可視化し、進捗が遅れている市町村に対して原因を聞き取り解決策を提示するた
めのヒアリングを実施

• 都道府県で調達した外部専門人材を活用し市町村に対して移行作業の進捗をヒアリング
• 通信回線提供事業者／接続サービスの紹介

• 研修会の開催、各通信回線提供事業者のサービス紹介の場の提供
• ガバメントクラウドへの移行における課題解決に向け（例：ネットワーク運用管理者の担い手が見つからない市町村等）、市町村のガバメント

クラウド移行の積極的な支援及び市町村に対しガバメントクラウド接続の手法（事例）を紹介。
• ガバメントクラウド接続サービスの提供、市町村とガバメントクラウドを接続する回線及びネットワーク構築運用管理補助者サービスを提供（任

意で利用）
• ネットワーク共同入札／共有化

• ネットワーク運用管理補助事業者の共同入札を実施
• 伴走支援

• 事業者との打ち合わせに同席し、技術的助言等を実施
• 情報システムの標準化に係る伴走型支援として、情報システム担当者が少人数で構成されている小規模市町村を対象に都道府県が業務委

託しているアドバイザーによるガバメントクラウド移行を含む標準化関係の伴走支援を実施
• DXプロデューサー事業として、希望する市町村にDXの知見、ノウハウ等を有する専門家を派遣し、DX推進に関する課題整理、助言、提言、

情報提供等の支援を実施

Ⅱ-５. 都道府県のガバメントクラウド利用に関する検証

調査結果サマリ
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調査結果 デジタル庁による主な考察・対応策

① 「都道府県と市町村は別アカウン
トにシステムを構築している」及び
「ネットワーク及び運用保守の役
割分担のいずれも都道府県と市
町村が個別に構築する」という回
答が過半数だった
 個別での構築の場合、運用保

守の人的リソース、ハードウェア、
ソフトウェア、ネットワーク及びセ
キュリティ対策等の共通化ができ
ず冗長な支出が懸念される。

 共同利用化することで冗長な支
出を抑え、個別構築に比してコス
ト面での優位性が生じると推察さ
れる。

設問1-3．都道府県と市町村のシステムやネットワークの共同利用や役割分担の内容（一部回答分類を抜粋）
 システム構築及び共同処理の有無（団体）

 ガバメントクラウド移行後の費用の按分方法（事業者）

① ①

 ネットワーク及び運用保守の役割分担の調査結果（団体）

①

Ⅱ-５. 都道府県のガバメントクラウド利用に関する検証
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○ 都道府県と市町村のガバメントクラウド利用にあたり、システムやネットワークについての共同利用・共同調達の実施について確認
したところ、以下の回答を得た。

○ 共同利用・共同調達を行うことで、個別構築に比べて運用経費の削減につながるものと推察する。

調査結果サマリ



6. ガバメントクラウド運用管理補助者・回線運用
管理補助者・統合運用管理補助者の間に
おける事務処理及び責任分界点等の検証

79



○ 地方公共団体がガバメントクラウドを利用するにあたっては、ASP、ガバメントクラウド運用管理補助者及び回線運用管理補助
者※1等との必要な契約の全体像や責任分界を整理する必要がある※2。

○ 本検証では、地方公共団体が各種事業者の調達に当たって適切な事業者（契約種別）を効率的に調達できるよう、参画団
体の事例及び課題を整理した。

○ 各種事業者の役割や責任分界点、設置基準（必要性）等、地方公共団体側で調達仕様の検討や設置是非の判断を行う
際の一助となるよう情報を整理した。

ガバメントクラウド運用管理補助者
（統合運用管理補助者※3）

地方公共団体

通信回線事業者

回線運用管理補助者

ASP
アプリケーション等の提供、保守契約

ガバメントクラウド運用管理補助委託契約

回線運用管理補助委託契約

専用回線等の提供、保守契約

地方公共団体と事業者の契約関係

※1 「ネットワーク運用管理補助者」と同義。
※2 「地方公共団体標準準拠システムのガバメントクラウドの利用について【第3.0版】」及び「ガバメントクラウド利用における推奨構成」を参照すること。
※3 「地方公共団体標準準拠システムのガバメントクラウドの利用について【第3.0版】」 に記載がある「団体と複数のガバメントクラウド運⽤管理補助者の間の調整を⾏う、

統括的な運⽤管理補助者」を本資料上では「統合運用管理補助者」と定義。

基本的な分担（単独調達）

回線運用管理補助者兼
通信回線事業者

調達例1

ASP兼
ガバメントクラウド運用管理補助者

ガバメントクラウド運用管理補助者兼
回線運用管理補助者

通信回線事業者

ASP

調達例2

【確認点】
• ガバメントクラウド提供に係る各事業者の責任分界
• 各地方公共団体と各事業者の契約形態（単独調達／兼務による複数の調達を一本化）
• 事業者選定における課題等の確認

Ⅱ-６. ガバメントクラウド運用管理補助者・回線運用管理補助者・統合運用管理補助者の間における事務処理及び責任分界点等の検証
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検証の背景・概要



調査結果 デジタル庁による
主な考察・対応策

設問3．事業者の検討や選定における課題について確認

① 各運用管理補助者の検討におい
て、作業範囲面及び事業者調
達面の整理に課題があるとの回
答が多かった。
 複数の事業者が関与する場合、責

任分界の隙間により障害時の復旧
遅延等、トラブルが懸念される。
本回答を踏まえ、ガバメントクラウド
運用管理補助者及び回線運用管
理補助者の業務内容の例を明記し
調達仕様書ひな型を更新した。

○ 各事業者（ガバメントクラウド運用管理補助者・回線運用管理補助者・統合運用管理補助者）の検討や選定における課題
抽出と分類結果について、「各事業者の作業範囲が明確にできない」や「事業者の調達方法（調達仕様）が明確にできない」
等の回答を得た。

運用管理補助者
事業者の検討や選定時の課題

作業範囲面 事業者調達面 知識面/情報面 費用面 時間面

ガバメントクラウド運用管理補助者 22 20 7 5 4

統合運用管理補助者 14 7 7 2 3

回線運用管理補助者 20 12 12 5 4

単位：回答件数

①

• 対応範囲をどうするか、対応できる事業者はいるか、事業者はガバメントクラウドのルール等に精通しているか等検討の難易度が
高かった。

• 「ガバメントクラウド運用管理補助者」の定義が、回線運用管理補助者及びガバメントクラウド運用管理補助者が混ざった内容
となっており、参入の障壁になっているように感じた。

• 当初はガバメントクラウド運用管理補助者の作業範囲が明確になっておらず、二の足を踏む事業者があったり団体側で費用の
精査に苦慮している。

 ガバメントクラウド運用管理補助者の選定における課題（作業範囲面・事業者調達面）

 各運用管理補助者の課題の分類ごとの回答結果

Ⅱ-６. ガバメントクラウド運用管理補助者・回線運用管理補助者・統合運用管理補助者の間における事務処理及び責任分界点等の検証
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調査結果 デジタル庁による
主な考察・対応策

設問1．地方公共団体と事業者の契約形態について確認（兼務含む）
• ガバメントクラウド運用管理補助者を設置する団体の回答件数：259（うちASP兼務が188）
• 回線運用管理補助者を設置する団体の回答件数：203
• 統合運用管理補助者を設置する団体の回答件数：37

ガバメントクラウド運用管理補助者
② ガバメントクラウド運用管理補助

者は72%がASP兼務としており、
兼務業務として調達することで団
体側の調達負荷軽減や業務内
容の効率的な実施が期待できる。

回線運用管理補助者
③ 「通信回線の保守業務」に該当

する業務（ネットワーク接続管理、
保守・メンテナンス、障害対応）
をまとめて委託するとしている。
 回答率の傾向から、設計構築や運

用保守など、複数の業務を一の統
合運用管理補助者に委託すること
で団体・事業者間調整の負担軽減
が期待できる。

統合運用管理補助者
④ 統括的な業務として「設計構築

業務」「運用保守業務」をまとめて
委託するとしている。

設問2．各契約に基づく責任分界及び実施業務について確認

○ 地方公共団体と事業者の契約形態について調査を行ったところ、ガバメントクラウド運用管理補助者を設置するとした回答のうち
７割超がASPを兼務するという回答を得た。各事業者の責任分界を整理したうえで兼務する業務を調達することで、地方公共
団体側の調達負荷軽減や業務内容の効率化が期待できる。

凡例（8月調査及び12月調査のいずれも回
答率が80%以上だった業務名）

ASP兼ガバメントクラウド運用管理補助者
回線運用管理補助者
統合運用管理補助者

②

※重複する役務でも責任範囲が異なる場合、例え
ば「保守・メンテナンス」でも通信回線の保守とアプリ
ケーションの保守など、異なる役務として委託している
ことを意味する。
※参画団体のアンケートの回答数が多いことから、ガ
バメントクラウド運用管理補助者ではなくASP兼ガバ
メントクラウド運用管理補助者のパターンでマッピング
している。

プロジェクト計画・管理

ガバメントクラウド利用支
援業務 設計構築業務 運用保守業務

ガバメントクラウド利用申
請支援 ユーザ設計 一元的な運用管理に関

する項目の設計・構築 アカウント・ユーザ設計

セキュリティ管理

技術支援

ドキュメント管理

性能・キャパシティ管理・
コスト管理

費用按分登録 ネットワーク設計・構築 保守・メンテナンス運用設計

その他

CEPライセンス管理 テンプレート適用・設計・
構築 非機能設計 ネットワーク接続管理

その他 継続的な改善に必要な
項目の設計・構築 障害対応その他

構成管理

③ ③④

 各管理補助者の業務内容の回答結果

Ⅱ-６. ガバメントクラウド運用管理補助者・回線運用管理補助者・統合運用管理補助者の間における事務処理及び責任分界点等の検証
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調査結果サマリ



7. リフト・シフトの同時移行に係る検証
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○ 本検証では、クラウド移行と同時に標準化を行う「リフト・シフト同時移行」を予定している団体及び事業者へ、移行パターンの選
定理由、課題、施策等を確認した。

出典：総務省「自治体情報システムの標準化・共通化に係る手順書 【第 4.0 版】」より抜粋

移行方法と検証の概要

R６検証
R６検証

 各団体のモダンアプリケーション化のパターンを確認
 リフト・シフト同時移行に係る期待値及び実施結果を確認

【確認点】

Ⅱ-７. リフト・シフトの同時移行に係る検証
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検証の背景・概要



調査結果 デジタル庁による
主な考察・対応策

① リフト・シフト同時移行を行うこと
で、「移行期間短縮」及び「移行
作業費用の削減」の期待値が
あり、実際の作業においても実
現できたとの回答を得た。
リフト・シフト同時移行を実施す
ることによる移行期間の短縮・移
行経費、移行後の運用経費の
削減について、移行計画時に検
討する必要がある。
 他方で、作業の複雑化や障害時

の切り分けに課題が生じる可能
性があることから、事前の計画段
階から各システムの依存関係等
を把握し、問題発生時の対応方
針について定めておく必要がある。

○ リフト・シフトの同時移行の際の事前の期待値と実施した場合の効果を調査した結果、リフト・シフトの同時移行を行うことで、「移
行期間の短縮」及び「移行作業費用の削減」に効果があるとの回答を得た。

○ 一方で、リフト・シフト同時移行は、作業の複雑化や障害時の切り分けに課題が生じる可能性があり、事前の計画段階から各シ
ステムの依存関係等を把握し、問題発生時の対応方針について定めておく必要がある。

設問1-8．移行方式の選定にあたり、リフト・シフト同時移行の
検討時に、期待した効果（複数選択）

設問1-10．リフト・シフト同時移行の実施により、実現できた効
果（複数選択）

設問1-8.及び1-10共に団体・事業者で類似傾向のため団体の回答を抜粋した。

回答件数

①

①

回答件数

①

 期待した効果（団体）  実現できた効果（団体）

Ⅱ-７. リフト・シフトの同時移行に係る検証
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8. ガバメントクラウド、庁内ネットワーク及び
LGWAN-ASP サービス間等の連携に関する
検証

86



○ 令和６年10月より第５次LGWAN経由でのガバメントクラウドへの接続（以下、「LGCS」という。）が利用開始されることを踏
まえ、本検証では、 LGCS利用時に生じる課題等について検証を実施する。特にLGWAN-ASPサービス等の外部接続先及び
接続方法の確認や課題の整理を行った。

○ なお、LGWAN接続系システムのガバメントクラウドへの移行に当たっては、庁内ネットワークやLGWAN-ASPサービス等の公的な
外部サービス・民間提供のサービスとの連携にも留意する必要がある。

本検証における背景(ガバメントクラウド移行後の外部システム等連携イメージ)

出典： J -L IS作成『LGWANガバメントクラウド接続サービス 接続仕様』p5

【確認点１】
• 移行予定のシステムと連携している外部サービス、
LGWAN-ASPサービス

【確認点２】
• ガバメントクラウドに移行したシステムと庁内ネットワークや
外部サービス、LGWAN-ASPサービスとの接続方法等

• 接続において生じる課題及びその対応策

Ⅱ-８. ガバメントクラウド、庁内ネットワーク及びLGWAN-ASPサービス間等の連携に関する検証
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調査結果 デジタル庁による
主な考察・対応策

① 特定通信を利用してLGWAN-
ASPサービスを利用している団体
が多数いることが推察される。

② 一方、ガバメントクラウド利用時
におけるLGWAN-ASPサービス
との連携は、ルーティング（経路
設計）やIPアドレス設計等の課
題が生じる可能性があるため、
他事例等を十分に確認・検討が
必要。

※ガバメントクラウド利用における推奨構成
及びJ-LIS発出ドキュメント（F-1-1-
2_LGWAN接続仕様書別冊LGCS仕様、
第五次総合行政ネットワーク移行について-
事例紹介編）も併せて参照いただきたい。

○ ガバメントクラウへ移行を予定しているシステムが現在連携しているLGWAN-ASPサービス、ガバメントクラウドに移行したシステム
とLGWAN-ASPサービスとの接続方法、接続方法等に関する課題と対応策について調査を実施した。

○ 多くの地方公共団体においてLGWAN-ASPサービスを利用予定であることを確認。LGWAN-ASPサービスの利用を予定する地
方公共団体においては、ガバメントクラウドに移行したシステムとの連携にの際のルーティングやIPアドレス設計等について十分に確
認・検討が必要である。

設問3-1．設問4-1．ガバメントクラウドに移行したシステムと庁内ネットワークとの接続方法等に関連した課題と想定される対応策（一
部回答を抜粋） ※J-LIS発出ドキュメント(「F-1-1-2_LGWAN接続仕様書別冊LGCS仕様」等)も合わせて参照いただきたい)

課題 対応策

ガバメントクラウド上のシステム等と自治体中間サーバー・プラット
フォームとの通信の際の留意点を把握していなかった。

各システムベンダと認識共有し各種設定に反映させることで円滑な
移行を行えるよう協議を重ねる。

設問1-3.ガバメントクラウド移行を予定しているシステムが、現在
連携しているLGWAN-ASPサービスについて（複数選択）

設問2-2.ガバメントクラウドに移行したシステムとLGWAN-
ASPサービスとの接続方法の想定について（複数選択）

 ガバメントクラウドとの接続方法の調査結果 現在連携しているLGWAN-ASPサービス

設問3-2．設問4-2．ガバメントクラウドに移行したシステムとLGWAN-ASPサービスとの接続方法等の課題と想定される対応策
（一部回答を抜粋）

課題 対応策

LGWAN-ASPサービスへのルーティング設計が複雑となる。 既存経路や設定をそのまま流用し工数を小さくする。

②

②

①

Ⅱ-８. ガバメントクラウド、庁内ネットワーク及びLGWAN-ASPサービス間等の連携に関する検証
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